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出典：JICA Expert Team (2014) Project for Establishment of Rural Electrification Model Using Renewable Energy in the 
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ナロック・カウンティ保健事務所での終了時評価 Iltumtum 小学校に設置された太陽光パネル 

調査団合同評価者による面談の様子 

Olkinyei 診療所に設置された太陽光パネル Iltumtum 小学校の授業の様子。夜間に行われる 

補習授業では、天井の照明が点灯する。 

Olkinyei 診療所の看護師 Iltumtum 小学校に設置された充電小屋。地域住民向 

けの充電サービスが行われている。 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：ケニア共和国 案件名：再生可能エネルギーによる地方電化モデル

構築プロジェクト 

分野：エネルギー 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：産業開発・公共政策部 資源・

エネルギーグループ 
協力金額：約 2.9 億円（2013 年 3 月までの実績） 

協力期間 （R/D）2011 年 10 月 
2012 年 3 月～ 2015 年 2 月（3
年間） 

先方関係機関：エネルギー石油省（MoE&P）、地方

電化庁（REA） 

日本側協力機関：日本工営株式会社等 

他の関連協力： 
JICA 技術協力プロジェクト：ケニア国「再生可能

エネルギーによる地方電化推進のための人材育成

プロジェクト」（BRIGHT プロジェクト）（2011 年～

2015 年） 
１－１ 協力の背景と概要 

ケニア共和国（以下、「ケニア」と記す）政府は、安定的かつバランスの取れた経済基盤の構

築及び貧困削減を目的として、基礎インフラである電力供給の強化に積極的に取り組んでいる。

ケニアにおけるエネルギー分野は、エネルギー石油省（Ministry of Energy and Petroleum：

MoE&P）が管轄しており、地方電化の実施機関として、地方電化庁（Rural Electrification 
Authority：REA）が 2006 年に制定されたエネルギー法 No. 12 の第 66 条に基づき設立され、2007
年より始動している。REA の権限や使命、展望は、2030 年までに産業化された中進国への発展

をめざす Vision 2030 をはじめとする国家計画と一致する。Vision 2030 が掲げる 2030 年までの

中進国化の実現のためには、2030 年までに 100%の電化率達成が期待される。こうした要望を

受け、地方電化マスタープラン（Rural Electrification Master Plan : REMP）は、2009 年時点で 10％
未満の地方電化率を、2020 年までに 40%に引き上げることを目標としている。REMP では、特

に Trading Center、Secondary School、Health Center を地方電化における重要公共施設と位置づけ、

これら施設の電化率は 10%（2003 年）から約 84%（2014 年 6 月）まで改善されている。REMP
の展開計画として、REA 戦略計画（Strategic Plan）が 5 年ごとに作成されており、最新の戦略

計画（2013/2014～2017/2018）及び MoE&P による新エネルギー政策において、再生可能エネル

ギーの重点的な活用が明確に示されている。また、2010 年に公布された新憲法の思想である地

方分権化を踏まえ、今後は中央政府としての機能を国家レベルの政策立案に集中し、個別案件

の計画、実施は郡（カウンティ：County）政府に移管することを計画している。こうした国家

的な需要や政策の動向を受け、MoE&P、REA ともに再生可能エネルギーによる地方電化モデ

ルの構築の必要性を認識し、REA は技術協力の要請をわが国に行った。JICA はこの要請を受

け、本プロジェクトを 2012 年 3 月より、3 年間の予定で開始している。 
 
１－２ 協力内容 
（１）上位目標：ケニア国民の生活の質を向上させるため、再生可能エネルギーを利用した地

方電化モデルが国内に普及する。 
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（２）プロジェクト目標：未電化地域における再生可能エネルギー利用による地方電化モデル

を構築する。

（３）成 果

１．パイロット・プロジェクトを通じて、未電化地域における保健施設の太陽光発電によ

る電化の実用モデルが開発される。

２．パイロット・プロジェクトを通じて、未電化地域における学校施設の太陽光発電によ

る電化の実用モデルが開発される。

３．風力、小水力、バイオガスを活用した地方電化プロジェクトを実施する REA/MoE&P
の能力が向上する。

４．再生可能エネルギーによる地方電化モデルがケニア国内で普及するための政策・制度

に関する提言が行われる。

（４）投入（評価時点）

＜日本側＞

短期専門家派遣：11 人（90.96 人月） 
機材供与：0.34 億円 
研修員受入：（本邦）3 人、（第三国：インド、タイ）7 人 
ローカルコスト負担：0.621 億円 

＜ケニア側＞

カウンターパート配置：19 人 
ローカルコスト負担：0.028 億円 
土地・施設提供：執務室、机、椅子、キャビネット、電気、水道、飲料水、茶など

２．評価調査団の概要

調査者

日本側

1 総括／地方電化 小川 忠之 JICA 国際協力人材部 国際協力専門員 

2 協力計画 桝谷 有希
JICA 産業開発・公共政策部 資源・エネル

ギーグループ第二チーム

3 評価分析 首藤 久美子 有限会社アイエムジー 上席研究員

ケニア側

1 Ms. Judith Kimeu REA 再生可能エネルギー部 アシスタント・エンジニア 

2 Mr. Hannington Gochi REA 再生可能エネルギー部 シニア・テクニシャン 

調査期間 2014 年 9 月 30 日～10 月 16 日 評価種類：終了時評価

３．評価結果の概要

３－１ 実績の確認

（１）投 入

日本側、ケニア側とも投入は基本的に計画どおり行われた。ケニア側からの投入である

プロジェクト事務所は、C/P 機関である REA 及び MoE&P から距離があり、効率性を大き

く阻害している。プロジェクト開始当初に比べ C/P は大幅に増員されたものの、C/P は他

業務で多忙であり、専門家からの技術移転を受ける時間が十分に取れない状況である。
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（２）成 果

１）成果１（診療所における太陽光発電モデルの開発）

成果１は現在のところ、一定程度達成されている。パイロット活動の継続したモニタ

リング、モニタリング結果の集計、財務分析、ガイドライン及びマニュアル作成、そし

て太陽光発電モデルの完成といった成果１達成のために必要な活動は、現在も進行中で

ある。また、太陽光発電設備の運転・保守管理（Operation and Maintenance：O&M）の全

国的な適用性について、不確実性がまだ残されている。残り期間で、特に財政面・組織

面から O&M モデルの持続性を高める取り組みを強化していく必要がある。 
２）成果２（学校における太陽光発電モデルの開発）

成果２の達成度は基本的に成果１と同様である。ただし、学校を管轄する教育科学技

術省との太陽光発電設備の O&M に関する協議が始まったばかりであり、成果１に比べ、

モデルの組織・財政的持続性について不確実性がより高い状況にある。

３）成果３（小水力、バイオガス、風力発電技術に関する C/P の能力向上） 
現在行われているガイドライン作成、簡易プレ・フィージビリティ調査（F/S）結果の

取りまとめと発表等が計画どおりに実施されれば、成果３は一定程度達成できると見込

まれる。当初計画されていた成果３に係るパイロット・プロジェクト活動は、1 年目終

盤に中止が決定したため、C/P の、研修等で学んだ知識を実践で活用する機会は少なく

なった。そうした状況の中で、残り協力期間で C/P の実践力を高めていくためには、現

在実施されている成果３の活動に、C/P がより主体的に参加していくことが必要である。 
４）成果４（政策・制度に関する提言）

国際ワークショップの開催、提言の実施等の計画されている活動が完遂されれば、成

果４は比較的高く達成できる見込みである。ただ、プロジェクトが今後提示する提言が、

有効かつ現実的に実行可能なものになるかどうかは、成果１～３の達成度に大きく左右

される。専門家は現在、成果１～３の知見に基づき提言案を作成中であるが、今後、C/P
機関との密な協議を重ね、真に役立つ提言を行っていくべきである。

（３）プロジェクト目標の達成度

プロジェクト目標は現在、一定程度達成されている。未完の活動が成功裡に完了すれば、

プロジェクト終了時には達成度が比較的高まると予想される。C/P の全面的な参加を得て 4
つの成果を十分に達成させることが、プロジェクト目標の高い達成に欠かせない。

（４）実施プロセス

１）正の要因

ａ）ジョモケニヤッタ農工大学（JKUAT）及び BRIGHT プロジェクトとの連携 
C/P やカウンティ保健事務所の職員は、ジョモケニヤッタ農工大学（Jomo Kenyatta 

University of Agriculture and Technology：JKUAT）及び本プロジェクトと同時期に

JKUAT を C/P として実施されている JICA 技術協力プロジェクト「再生可能エネルギ

ーによる地方電化推進のための人材育成プロジェクト」（通称“BRIGHT プロジェク

ト”）が主催する研修やセミナーに参加したり、発表を行ったりしている。こうした

JKUAT や BRIGHT プロジェクトとの連携は、プロジェクトの効率性を高めている。 



iv 

２）負の要因

ａ）C/P の業務多忙 
C/P はディーゼルによる発電業務等、プロジェクト以外の業務で多忙であり、専門

家から C/P に対する技術移転の障害となっている。特に成果１、２のパイロット対象

地を訪問したり、成果３のプレ F/S を実施するために地方出張をすることが時間の制

約上難しく、特に成果１、２については専門家チームが単独で現場の活動を実施せざ

るを得ない状況が数多く発生している。

ｂ）プロジェクト事務所の距離

プロジェクト事務所は REA や MoE&P から離れた場所にあり、専門家が C/P と緊密

に意思疎通を行うのが難しい状況である。専門家と C/P の物理的な距離は円滑なプロ

ジェクト活動実施に大きな障害となっている。

ｃ）ケニアにおける急速な電力系統延伸

REA は、ケニアの未電化地域に急速に電力系統の延伸を行っている。系統延伸の対

象地は、その性質上、プロジェクトの太陽光発電対象候補地と重複しがちである。実

際、第２ロット選定の際には、選定した場所が系統延伸の対象地であることが後で明

らかになるなどして、何度も選定をやり直さなければならなかった。プロジェクトが

パイロット対象地、特に第２ロット候補地を最終的に決めるまでには長い時間を要し

た。

ｄ）国際連合工業開発機関との連携準備（後に中止）

プロジェクトは第１年次、成果３の小水力、バイオガス、風力を用いたパイロット

活動実施のため、およそ 9 カ月をかけて国際連合工業開発機関（UNIDO）との連携に

向けて準備を行った。しかし、検討の結果、UNIDO との連携は有効ではないという結

論に達し、連携計画は中止となった。プロジェクトは成果３のデザインを大幅に変更

しなければならなくなり、また UNIDO との連携準備のために多くの時間を費やし効

率性を低下させた。

ｅ）ケニアにおけるカウンティ制への移行

近年、ケニアの地方分権化は本格化し、カウンティ制度へと急速に移行している。

中央政府とカウンティ政府の役割や権限は 2013 年半ばころから大きく変化した。プロ

ジェクトは変化する環境の中、パイロット太陽光発電システムの O&M に関する検討

を中央・地方政府の両方で随時調整する必要が生じ（特に成果１のために）、関係者の

役割の整理や協議実施等に時間を要している。

ｆ）太陽光発電システム設置業者の工事をめぐるトラブル・不具合発生

ケニアの太陽光発電システム設置業者の電気工事技術は、予想以上に低いことが明

らかになった。パイロット対象地では、工事の際に不具合が繰り返し生じ、その都度、

プロジェクトが問題解決のために奔走しなければならない状況となった。専門家は、

現場でのトラブル解決に時間を取られ、ナイロビで行うべき仕事になかなか手が回ら

ないという課題を抱えている。

ｇ）第２ロットへの距離

第２ロット選定の際には、電力系統延伸の見込みが低い、ナイロビから遠く離れた

地域を選ばなければならなかった。パイロット活動の目的にかんがみると、こうした

地域を選択することは適切だったといえるが、当該地域は治安上の問題もあり、さら

に移動に長時間を要するため、プロジェクトの効率性が阻害された。専門家も C/P も、

限られたプロジェクト期間中に第２ロットを頻繁に訪れるのは難しいため、成果１、 
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２の現場での技術移転に支障を来している。 

ｈ）ケニア政府ラップトップ・プログラムの開始 
2013 年 4 月にケニア国大統領は「すべての小学校を電化し、1 校当たり 50 台のラッ

プトップコンピュータを配布する」というラップトップ・プログラム計画を発令した。

同プログラムに従事するために、2014 年 4 月頃から C/P の業務はこれまでにまして多

忙となった。C/P がプロジェクト活動に充てられる時間は以前よりも更に少なくなっ

た。 
 
３－２ 評価結果の要約 
（１） 妥当性 

妥当性は比較的高い。プロジェクトはケニアの優先開発政策や日本の対ケニア ODA 政

策に合致しているほか、再生可能エネルギー、コミュニティ開発、O&M、ビジネス分析と

いった日本が得意とする技術分野の強みを生かし、対象グループ、特に未電化地域の公共

施設のニーズに適切に対応した活動を展開している。一方で、近年のケニアにおける急速

な電力系統の延伸に伴い、パイロット活動が行われている場所にも一部配電線延伸が行わ

れる状況が生じている。REA/MoE&P において、プロジェクト開始時に戦略的かつシステ

マチックな地方電化計画が行われていれば、こうした混乱は避けることができたであろう。 
 
（２） 有効性 

有効性は現在のところ中程度である。プロジェクト目標は終了時までには比較的高いレ

ベルで達成されることが見込まれるものの、成果１から４のすべてにおいて、不確実性が

残されている。現在実施中の活動が円滑に、かつ成功裡に進み、関係機関が本報告書で提

示する提言にのっとってアクションを取るのであれば、終了時には有効性は高まるだろう。 
 
（３） 効率性 

効率性は中程度。日本とケニア両方からの投入は基本的に計画どおり実施されたものの、

C/P が他業務で多忙なため、特に中間レビュー以前はプロジェクト活動になかなか従事で

きず、専門家から C/P への技術移転が十分にできなかった。1 年目に産業施設におけるパ

イロット活動実施計画が中止となったため、プロジェクトの枠組みを再構築するのに時間

を要した。系統延伸との重複を避けるためのパイロット地選定のやり直し、太陽光発電設

備のシステム不具合発生、遠隔地における第２ロット活動の実施等の要因により、さまざ

まな主要な活動に遅れが生じた。さらに、2013 年半ばからのカウンティ制への移行により、

太陽光発電設備 O&M に関する関係機関とその役割・権限の特定に時間を要した。他方、

JKUAT と BRIGHT プロジェクトとの連携はプロジェクトの効率性向上に一定程度寄与し

ている。 
 
（４） インパクト 

インパクトは中程度。上位目標の達成度は、プロジェクト目標達成度に大きく依存する。

また、プロジェクトが今後最終化するモデルが、いかに実践的で汎用性のあるものになる

かによっても上位目標の達成度は左右される。現在のところ、プロジェクト目標の達成度

には不確実性があり、よって上位目標の達成度も不確実な部分が多い。プロジェクトの正

のインパクトは、①再生可能エネルギー技術の関係者が O&M コストに関して意識を高め

たこと、②今後実施される設備設置に関して、設備の利用者・所有者と O&M に関する協 
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議を行う可能性が高まったこと、の 2 点である。また、パイロット活動実施地では、地域

住民の生活の向上が確認できている。例えば、女子児童や女性スタッフは夕方・夜間照明

があるため、以前よりも安心して行動できるようになった。夜間の出産や予防接種が容易

になったりするなど、特に女性や子どもに対してより良い保健サービスが提供されるよう

になった。一方で、ラップトップ・プログラムにおいては、プロジェクトが推奨する設計

に関する仕様を時間の制約上、採用してもらうことができなかった。もし採用されたなら

ば、ケニア全国約 3,000 の小学校に顕著なインパクトを与えることができたであろう。 

（５） 持続性

持続性は中程度。REAは国家電化再生エネルギー庁（National Electrification and Renewable 
Energy Authority：NERA）へ組織改編されることが計画されているため、今後の政策的、

組織的持続性は判断しがたい状況である。ただ、今後提示されるプロジェクトからの提言

が再生可能エネルギー関連政策に反映されれば、政策的持続性は高まるだろう。太陽光発

電システムの O&M に関する役割や責任については、中央・地方政府等の関係組織間で今

後明確化させ、組織的持続性を高めていく必要がある。太陽光、小水力、バイオガス、風

力の 4 つのすべての技術分野について、C/P の実践スキルは理論的な知識に比べて十分で

ないため、技術的持続性については課題が多い。財務面での持続性については、特に太陽

光発電システムの O&M に関して、今後、プロジェクトが提案するモデルを普及していく

ための政府予算を獲得していくといった努力が求められる。

３－３ 効果発現に貢献した要因

（１） 計画内容に関すること

該当なし。

（２） 実施プロセスに関すること

該当なし。

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因

（１） 計画内容に関すること

該当なし。

（２） 実施プロセスに関すること

［３－１ 実績の確認］の［（４）実施プロセス］で記載したすべての負の要因が、プロ

ジェクト期間を通じて、成果発現を阻害した。

３－５ 結 論

現在のところプロジェクト目標の達成度は中程度であるが、未完の活動が遅滞なく効果的に

実施され、また本報告書の提言にのっとったアクションが取られれば、プロジェクト終了時の

達成度は高まる見込み。

プロジェクトは、種々の効率性の低下という課題を抱えながら活動を続けてきた。今後、O&M
体制について、関係機関の理解を促進し、了解を取り付けるとともに、モデルの定着を確実な

ものにするよう、実効性の高い提言を提示し、C/P 機関からの承認を得る必要がある。こうし

た課題が解決されれば、プロジェクト目標の達成見込みは向上するだろう。
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プロジェクトは、上で指摘した残された活動を残り期間で確実に実施するとともに、本報告

書で示す提言に従ってアクションを取ること。プロジェクトは、予定どおり 2015 年 2 月末をも

って終了するのが妥当である。 
 
３－６ 提 言 

３－６－１ プロジェクトに対する提言（プロジェクト残り期間で取り組むべきこと） 
（１）O&M モデルの確立による持続性の担保 

保健省、教育科学技術省、カウンティ政府等と協力して、太陽光発電設備の O&M に

関する協議を継続し、体制・仕組みの整備をめざすこと。O&M モデルへの組織的・財

政的コミットメントを得るために、協議の際にはハイレベルの対話を行い、覚書（MOU）

の締結をめざすべきである。 
教育科学技術省における O&M 体制については、例えば、中央政府と学校をリンクさ

せる強いファシリテーション機能をカウンティの教育事務所にもたせ、学校が太陽光発

電システムの営繕に費用が必要となった場合に、即座に中央の教育科学技術省につない

でいけるような体制の導入を提言するのも一案だろう。 
また、充電サービスを行う施設では、充電ビジネスから得た現金の取り扱いや管理に

関して一部、着服等のリスクが関係者より指摘されていることから、どのような管理方

法が望ましいかについても議論をする必要があるだろう。 
なお、O&M モデルは C/P 機関の正式な承認を得るとともに、モデルの改善を継続的

に行っていく責任部署を明確化させること。 
 

（２）モデルの適用可能性に関する定量分析の実施と C/P への情報提供 
将来想定されるモデルの適用範囲、概略数量、そして将来必要となる O&M コストを

試算し、REA/MoE&P に提供することを推奨する。また、このためには充電ステーショ

ンを設置するサイトの選定条件を明示することが必要になるため、パイロット活動で得

られた知見を踏まえ、適切な条件設定を行うこと。 
 

（３）実現性の高い提言の策定 
成果４を達成するため、構築されたモデルに基づいて C/P に対して提言を行う際には、

関連機関と十分な議論を実施し、実現性の高い提言を行うこと。そして、C/P 及び関連

機関が提言に従ったアクションを取ることができるよう、十分な理解と支援を働きかけ

ること。今後、REA がモデルを採用した業務を行っていくことが重要である。そのため、

業務完了報告書においてモデルの有用性が確認されたら、プロジェクト終了前に、REA
の「年間再生エネルギー業務計画（パフォーマンス・コントラクト）」にモデルを適用す

る旨の記載を促すとともに、REMP 改定時にもモデルを反映させるよう働きかけること。 
 

（４）C/P の十分な参加を得た技術移転の実施 
技術移転が不十分な個所を補うため、残り期間で専門家から C/P への知識・技術の移

転を重点的に実施することが必要である。4 つの技術分野すべてにおいて技術移転を推

進するためには、C/P の積極的な参加が不可欠である。例えば、来年 2 月に開催が予定

されている国際ワークショップの準備や発表は、C/P が中心となって行っていくこと。 
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（５）指標達成状況、課題、提言の記録 

評価時点では、重要なプロジェクト目標・成果指標のいくつかが未達成で、今後数カ

月で達成できる見込みのものが多かった。事業完了報告書作成時（2015 年 2 月）には、

すべての指標の達成状況を明確に記載し、プロジェクトの最終的な目標・成果達成度を

明示すること。加えて、残された課題に関して、C/P 機関・関連機関と十分に協議した

うえで、持続性向上のための提言を行い、事業完了報告書にも同内容を記載すること。 
 

３－６－２ C/P 機関に対する提言（中長期的に取り組むべきこと） 
（１）継続的なモデルの活用と改善 

C/P 機関は、プロジェクトが提示したモデルの有効活用とモデルの継続的な改善を行

うこと。また、関連省庁との調整を担当する責任者の任命を行うなど、モデルの維持発

展のための体制を整備する必要がある。 
 

（２）継続的なガイドラインの活用と改定 
小水力、バイオガス、風力技術に関しては、1 年次にパイロット活動が中止になり、

C/P は計画、分析、設計、設置、モニタリングといった一連のサイクルを現場で実施す

る機会を失った。プロジェクトは代わりに C/P に対して集中的な研修を実施し、さらに

将来的に役立つガイドラインを作成しているところである。C/P は研修受講経験を生か

し、今後、小水力、バイオガス、風力技術の現場でこれまで習得した知識を活用してい

くべきである。そのためには、太陽光発電を含めたガイドラインの利用及び継続的な改

定を行っていく必要がある。REA は、ガイドライン改定やアップデートを担当すること。 
 

（３）REMP のデータベースの改善 
サイト選定の重複等を避けるため、REMP に関するデータベースを地理情報システム

（GIS）を活用して整備をし、ドナーを含む関連機関に提供すること。GIS を活用したデ

ータベースが実現すれば、将来の開発計画に係るサイト選定が容易になるだろう。 
 

（４）JKUAT とのナレッジ共有と人的交流 
REA 及び MoE&P の、JKUAT とのナレッジ共有や人的交流は有益であることが明らか

になった。再生可能エネルギー技術について、JKUAT と継続した交流を行うこと。プロ

ジェクトが作成したガイドライン等の各種文書についても、JKUAT と共有し、JKUAT
の研修教材として活用してもらうなどの連携が有効である。また、JKUAT で行われてい

る太陽光発電に関する研修には、保健省、教育科学技術省、カウンティ政府の関係者等

を継続的に参加させるようにすること。 
 

（５）設置工事に関する基礎技術の向上 
パイロット・サイトでの太陽光発電設備設置に際し、業者による屋内配線、スイッチ、

ブレーカー設置といった基礎的な電気工事技術が低いことが明らかになった。そのため、

担当の専門家は、工事の不具合を修正する業務に追われることとなった。専門家が不在

で工事が行われた場合、設置後にさまざまな不具合やトラブルが発生する可能性が高 

い。基礎的な設置工事の質を高めるためには、REA は入札図書作成の際などに適正な詳

細設計を実施し、それに従って業者を監督・検査することが重要である。 
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３－７ 教 訓

（１）急速に変化する状況への対応

プロジェクトでは成果の達成に遅れがみられる。内部要因・外部要因を合わせて 8 つの

要素が、プロジェクト期間を通してプロジェクトに負の影響を与えているためである。プ

ロジェクト実施者は、こうした問題に対し、プロジェクト開始前及び開始後に適切な対応

策を講じ、負の影響を最小に抑えるべきだった。場合によっては、活動範囲の変更や専門

家派遣方法の変更を含む、思い切ったプロジェクトデザインや手法の変更を考えるべきで

あろう。
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Summary of Evaluation 
 

I. Outline of the Project 
Country: Republic of Kenya Project title: The Project for Establishment of Rural 

Electrification Model Using Renewable Energy 
Issue/Sector: Energy Cooperation scheme: Technical Cooperation Project 
Division in charge: Industrial 
Development and Public Policy 
Department 

Total cost: Approx. 290.1 million yen (as of March 2013) 

Period of  
Cooperation 

(R/D) October 2011 
March 2012 – February 
2015 (3 years) 

Partner Country’s Implementing Organization: Ministry of 
Energy and Petroleum (MoE&P), Rural Electrification 
Authority (REA) 
Supporting Organization in Japan: Nippon Koei etc. 

Related Cooperation: 
Capacity Development for Promoting Rural Electrification Using Renewable Energy (BRIGHT Project) 
(2011-2015) 
1. Background 

The government of Kenya has been actively working on the enhancement of electric power supply 
aiming for the stable and balanced economic foundation as well as poverty reduction. Ministry of 
Energy and Petroleum (MoE&P) has been in charge of the energy sector in Kenya and the Rural 
Electrification Authority (REA) was established under section 66 of the Energy Act No. 12 of 2006 
and became operational in July 2007. REA’s mandate, vision and mission are aligned with the national 
development plan such as Vision 2030. Vision 2030 is designed as a vehicle for accelerating the 
transformation of the country into an industrialized middle income nation. To achieve this goal, 
electricity has been identified as one of the drivers where it is expected to achieve 100% electrification 
rate by 2030. 
Regarding the rural electrification, Rural Electrification Master Plan (REMP) has been prepared and 
updated to attain its goal; 40% of rural electrification rate by 2020 which was below 10% in 2009. 
Trading centers, secondary schools, health centers are prioritized as important public facilities under 
REMP, so the electrification rate of those facilities has improved from 10% (2003) to 89% (June, 
2013). As a rolling plan of REMP, REA strategic plan has been prepared and updated every 5 years. 
The latest plan (REA strategic plan 2013/2014-2017/2018) as well as new energy policy by MoE&P 
clearly states the focus on the utilization of renewable energy. Additionally, in order to promote the 
decentralization policy under the new constitution (2010), the function of central government is 
expected to focus on the national level policy formulation, while the county government will be 
responsible for the planning and implementation of each project. 
Therefore, both MoE&P and REA recognized the need for establishment of the rural electrification 
model by renewable energy to meet these national demands and requested a technical cooperation to 
Japan International Cooperation Agency (JICA). In response to the request, The Project for 
Establishment of Rural Electrification Model Using Renewable Energy started in March 2012 for the 
three-year cooperation period. 
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2. Project Overview
(1) Overall Goal 

Rural electrification models using renewable energy are disseminated in the country to improve the 
quality of Kenyan’s life. 

(2) Project Purpose 
Rural electrification models using renewable energy are established. 

(3) Outputs 
1) A practical model for photovoltaic (PV) electrification of health service institutions in

nonelectrified areas is developed through pilot projects.
2) A practical model for PV electrification of schools in nonelectrified areas is developed through

pilot projects.
3) The Capacity of REA / MoE&P to undertake project using Micro HydroPower (MHP), Biogas and

Wind technologies is enhanced.
4) Necessary policy and institutional frameworks for rural electrification using renewable energy are

recommended.

(4) Inputs 
Japanese side: 

Short-term Expert: 11 (90.96M/M) 
Trainee received: 3 trainees (in Japan),7 trainees 
(in Third Countries: India and Thailand) 

Equipment: 28,967,847 KSh. (34 million yen
Local cost: 51,642,688KSh. (62.1 million
yen)

Kenyan side: 
Counterpart personnel (C/P): 19 
Land and facilities: An office space including desks, chairs, a 
lockable cabinet, electricity, water, drinking water and tea 

Local cost: 2,360,404KSh. 
(2.8 million yen) 

II. Evaluation Team
Members 
of
Evaluation 
Team 

The Japanese side 
Mr. Tadayuki Ogawa Leader/ Rural 

electrification 
Senior Advisor, JICA 

Ms. Yuki Masuya Evaluation 
planning 

Energy and Mining Group, 
Industrial Development and Public 
Policy Department, JICA 

Dr. Kumiko Shuto Evaluation analysis Senior Consultant, IMG Inc. 

The Kenyan side 
Ms. Judith Kimeu Assistant Engineer, Renewable Energy Department, REA 
Mr. Hannington Gochi Senior Technician, Renewable Energy Department, REA 

Period of 
Evaluation 

September 30 – October 14, 2014 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 
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 III. Results of Evaluation 
1. Project Performance 
1-1. Inputs 
Inputs both from the Kenyan and Japanese sides are provided basically as planned. Among the inputs 
provided, the distance between the project office and REA/MoE&P has caused inefficiency to a high 
degree. Although the number of the C/Ps increased substantially compared with the situation at the 
beginning, their limited availability for project activities, due to their other duties, has hampered 
effective technical transfer from the Experts. 
 
1-2. Outputs 
(1) Output 1 (solar PV model at dispensaries) 
Output 1 is judged to be achieved to some degree at present and many of the activities for achieving this 
output, such as further monitoring, synthesizing monitoring results, finalizing financial analysis, 
developing guidelines/user manuals and, finally, completing the models are still ongoing. Furthermore, 
there is still a certain level of uncertainty with regard to nationwide applicability of O&M of the solar 
PV systems. More efforts to ensure sustainable O&M models of the solar PV systems, particularly 
financial and institutional arrangements, need to be made in the remaining implementation period. 
 
(2) Output 2 (solar PV model at schools) 
The achievement of Output 2 is basically the same as that of Output 1. Output 2, however, has more 
challenges than Output 1 in terms of institutional and financial arrangements of sustainable O&M of 
solar PV systems since involvement of Ministry of Education, Science and Technology (MoEST) in 
establishing the O&M mechanism is still nascent. 
 
(3) Output 3 (capacity development on MHP, biogas and wind technologies) 
Output 3 is expected to be achieved to some degree if the ongoing activities, such as the preparation of 
guidelines and documentation/ presentation of Simple Pre- Feasibility Study (F/S), are completed as 
planned. Since the pilot projects for Output 3 were cancelled toward the end of the first year of the 
project period, most of the C/Ps had little chance to practice what they have learned in trainings. The 
C/Ps’ more active participation is needed in the ongoing activities for Output 3 so that their practical 
knowledge will improve in the remaining project period. 
 
(3) Output 4 (recommendation on policy and institutional frameworks) 
Output 4 is expected to be achieved to a relatively high degree if the remaining activities, such as 
holding the International Workshop and proposition of recommendations are completed as planned. On 
the other hand, whether or not the Project can present truly effective and realistic recommendations 
depends largely on successful production of Output 1 through 3. The Experts are now preparing 
recommendations based on findings from the three Outputs. Close discussions with the C/P institutions 
need to be undertaken in order to produce truly useful recommendations. 
 
1-3. Achievement of Project Purpose 
The Project Purpose is achieved to some degree at present. If unfinished activities are conducted 
successfully, the achievement level is expected to be relatively high at the end of the project period.  
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Successful completion of all the activities for the four Outputs with full participation from the C/Ps is 
required to attain a high level of achievement. 
 
1-4. Implementation process 
<Positive factors> 
(1) Collaboration with JKUAT and the BRIGHT Project 
The C/Ps and staff of County Offices of the MoH have been attending and/or making presentations at 
various seminars and trainings organized by the JKUAT and/or JICA’s technical cooperation project 
“The Project for Capacity Development for Promoting Rural Electrification Using Renewable Energy 
(the BRIGHT Project)”. Such collaboration with JKUAT and the BRIGHT Project is contributing to 
raising efficiency of the Project. 
 
<Challenges> 
(1) Demanding work volume of the C/Ps 
Demanding work volume of the C/Ps outside the Project, such as work for diesel power generation, has 
been impeding effective and efficient technical transfer from the Experts to C/Ps. In particular, the C/Ps 
have been having a hard time finding time to go to the pilot sites (for Output 1 and 2) and pre F/S sites 
(for Output 3). Hence much of the field activities, particularly activities for Output 1 and 2, have been 
conducted by the Expert Team alone, without much participation from the C/Ps. 
 
(2) Inconvenient location of the project office 
The project office is located far from REA/ MoE&P, making the Experts and C/Ps difficult to see each 
other in person. This physical distance inhibits smooth project operation to a significant degree. 
 
(3) Effects of rapid grid extension in Kenya 
REA has been vigorously extending electrical grids to non-electrified areas in Kenya. The sites 
extended by grid, by nature, often overlap with the Project’s potential and existing solar PV pilot sites. 
In fact, the Project had to re-select the pilot sites for Lot 2 several times since it became apparent the 
area would be soon covered by grid extension plans. It took much longer time for the Project to finalize 
its selection of the pilot sites, particularly for Lot 2. 
 
(4) Time spent for planning collaboration with UNIDO 
In the first year of the Project, the Project Team spent about nine months planning the details of 
collaboration with UNIDO. The collaboration was planned to facilitate pilot activities of MHP, biogas 
and wind power, which was for Output 3. However, after research, it was realized that such 
collaboration would not be effective and a decision was made to cancel the plan. The Project had to 
modify the plan for Output 3 substantially and the time spent for planning since the commencement of 
the Project was wasted to a large extent. 
 
 (5) Transition to the County System in Kenya 
Kenya has seen a transition to the County System in the last few years. The roles and responsibilities of 
the central government and county governments dramatically changed particularly in mid to late 2013 
(for Output 1). This change has caused the Project to spend a lot time for coordination with both 
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national and sub-national stakeholders with regard to the O&M of the pilot solar PV systems. 
 
(6) Poor performance of solar PV systems installers contracted by the Project 
The level of skills and techniques of local solar PV systems installers contracted by the Project was 
much lower than anticipated. The solar PV systems at the pilot sites are facing repeated technical and 
mechanical troubles which need to be rectified frequently by the Project. The Project Team has to spend 
such a long time shooting troubles in the fields that some of the work that needs to be done in Nairobi is 
being delayed. 
 
(7) Remoteness of the pilot sites of Lot 2 
The Project had to select pilot sites for Lot 2 which were far in the distance from Nairobi because there 
was no other choice. The selection was appropriate considering typical areas where off-grid 
electrification systems operate. However, the sites have security issues and require a long travel time. It 
is not possible for the Experts and C/Ps to visit the sites often within the limited timeframe of the 
Project, which in turn hampers technical transfer activities for Output 1 and 2. 
 
(8) Heavy workload of the C/Ps for the Laptop Program 
The C/Ps’ work volume for the Kenyan Government’s Laptop Program has become increasingly large 
since around April 2014. The time they can spend for project activities has become even less than 
before. 
 
2. Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 
Relevance is relatively high. The project is well aligned with Kenya’s development priority as well as 
with Japan’s ODA policy towards Kenya. The project is also appropriately responding to the needs of 
the target group, especially the needs of those public facilities in nonelectrified areas by mobilizing 
Japan’s comparative advantage of expertise in renewable energy, community participation, O&M, and 
business analysis. On the other hand, Kenya has been seeing rapid grid extension in recent years and 
some of the sites selected for the pilot project have become covered by such an extension. Such a 
situation could have been avoided if strategic and systematic planning on rural electrification had been 
in place at REA/MoE&P before the commencement of the Project. 
 
(2) Effectiveness 
Effectiveness is fair at present. Although the project purpose is expected to be achieved to a relatively 
high degree by the end of the planned period, there is still uncertainty regarding the achievements of all 
the Outputs, from Output 1 through 4. If ongoing activities are completed smoothly and effectively and 
the concerned institutions take action in accordance with the recommendations to the Project specified 
in this report, effectiveness is expected to be higher at the completion of the Project. 
 
(3) Efficiency 
Efficiency is fair. Inputs from both Japanese and Kenyan sides are basically provided as planned. 
However, the C/Ps, having many other duties, are not able to spend sufficient amount of time for project 
activities especially before the Mid-term Review, hence lowering the level of technical transfer from the 
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Experts to the C/Ps. The plan for pilot projects at industrial facilities was cancelled in the first year and 
it took time to rearrange the project framework. Various key activities were delayed due to reasons such 
as solar PV pilot site re-identification to avoid grid extension, system troubles at solar PV systems and 
Lot 2 being in a remote area. Furthermore, Kenya’s transition to the County System around mid-2013 
required time to identify stakeholders and their roles and responsibilities regarding O&M of solar PV 
systems. On the other hand, collaboration with the JKUAT and BRIGHT Project is contributing to 
raised efficiency to a certain extent. 
 
(4) Impact 
Impact is fair. The achievement level of the Overall Goal will largely depend on that of the Project 
Purpose. It will also depend on the practicality and replicability of the electrification models to be 
finalized in the remaining project period. Since there is a certain level of uncertainty regarding the 
achievement of the Project Purpose at the moment, the Overall Goal is also subject to uncertainty. 
Positive impacts of the Project are: (1) Stakeholders of renewable energy technologies increased their 
awareness regarding the high O&M cost and (2) It is likely that REA will discuss O&M issues with 
potential facility owners/users in future implementation of systems instalment. There are also impacts at 
the community-level which improved daily lives of the community members after the installation of 
solar PV systems at the pilot sites. For instance, personal security of female pupils and staff has 
improved with lighting at evening and night time. The community members, particularly women and 
children, are now enjoying improved public health services such as being provided better care during 
deliveries at night and getting immunizations at local dispensaries. On the other hand, REA could not 
adopt some specifications suggested by the Project regarding the solar PV systems design for the 
Laptop Program due to time constraints, which, if realized, would have been a remarkable impact 
affecting as many as 3,000 primary schools in Kenya. 
 
(5) Sustainability 
Sustainability is fair. Presently, the level of policy and institutional sustainability is difficult to judge 
since REA is planned to be transformed into the National Electrification and Renewable Energy 
Authority (NERA). However, if the suggestions from the Project are incorporated into the current 
policies on renewable energy in future, policy sustainability will be high. The roles and responsibilities 
regarding the O&M of solar PV systems need to be further clarified and ensured among the national and 
county governments for better institutional sustainability. Technical sustainability is facing challenges 
because the C/Ps’ practical skills have room for improvement compared with their theoretical 
knowledge in all four renewable energy technologies. Financial sustainability also needs to be 
improved, particularly for the appropriate O&M of solar PV systems, since the governments’ budgets 
for pushing forward model dissemination is yet to be secured. 
 
3. Factors that promoted realization of effects 
(1) Factors concerning the planning 
N/A 
 
(2) Factors concerning the implementation process 
N/A 
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4. Factors that impeded realization of effects 
(1) Factors concerning the planning 
N/A 
 
(2) Factors concerning the implementation process 
All the negative factors listed in “1-4. Implementation process” have impeded realization of effects in 
some way or other throughout the project period. 
 
5. Conclusion 
At the time of the Terminal Evaluation, the achievement level of the Project Purpose was fair. However, 
the achievement level will be higher if the remaining activities are completed successfully without delay 
in the remaining project period and appropriate action is taken in accordance with the recommendations 
proposed in this report. 
The Project Team has been conducting planned activities despite the challenges of multiple adversities 
which contributed to lowering efficiency. There are still many issues to be addressed in the remaining 
implementation period until the Project can present practical and sustainable models. In particular, 
presenting optimal O&M mechanisms of solar PV systems requires obtaining understandings and 
agreement from relevant organizations. The Project will then need to give effective recommendations to 
C/P organizations, which should be authorized and endorsed, so that the models will take root at the C/P 
organizations. If these issues are addressed properly, the achievement level of the Project Purpose will 
be much higher. 
The Project is advised to take action explained above as well as to follow recommendations presented in 
the next section. The Project should be completed in February 2015 as originally planned. 
 
6. Recommendations 
Recommendation to the Project (To be addressed in the remaining project period) 
(1) Ensuring sustainability by establishing the O&M models 
The Project should continue discussing the O&M models of solar PV systems with relevant institutions 
including MoH, MoEST, county governments and so forth so as to ensure sustainability of the solar PV 
systems. Having high-level dialogues and then entering into MOUs with relevant institutions is strongly 
recommended since it would officially promise institutional and financial commitment to the O&M 
models. Providing quantitative data on projected annual O&M cost, both total and itemized, by the 
Project to the prospective signees of the MOUs would facilitate informed decision-making at the 
signees’ sides. 
With regard to MoEST’s institutional framework for O&M, an option such as giving a stronger 
facilitator role to County Education Offices is to be considered. The Offices could then effectively link 
the solar PV-installed schools and MoEST when the schools are in need of financial resources for solar 
PV O&M. 
Furthermore, appropriate management and handling of cash generated from the battery charging 
business needs to be discussed in order to prevent possible misconduct at the facilities. 
The proposed O&M models, on the other hand, should be authorized by the C/P organizations. 
Departments/persons responsible for continuous improvement of the models should also be identified 
and appointed. 
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(2) Conducting and presenting a quantitative analysis on applicability of the models 
A quantitative analysis on applicability of the proposed models is recommended to be conducted and 
presented to REA/MoE&P. It is beneficial for the C/P organizations to be equipped with quantitative 
information on, but not limited to, (1) a projected scope of applicability of the proposed models to their 
future rural electrification plans, (2) the estimated number of applicable cases, and (3) required O&M 
costs. When conducting the quantitative analysis, site-selection criteria for battery charging stations 
need to be clarified also. Thus, the Project is advised to build upon its knowledge acquired through its 
experience on the pilot activities and propose most appropriate criteria. 
 
(3) Formulating realistic policy recommendations 
In order to complete the work for Output 4, which is about proposing recommendations on policy and 
institutional frameworks for rural electrification using renewable energy, the Project is advised to have 
close dialogues with relevant institutions regarding the proposed solar PV models. The Project, then, 
should formulate realistic policy recommendations and garner support for their implementation by the 
concerned institutions. It is important to facilitate active adoption of the proposed models by REA in 
future. Therefore, if the models are deemed effective in the Project Completion Report, application of 
the models is advised to be specified in REA’s “Annual Renewable Energy Work Programme 
(Performance Contract)” as well as in Rural Electrification Master Plan (REMP) at the time of updating. 
The Project and REA are encouraged to work on this issue before the Project terminates. 
 
(4) Working on intensive technical transfer with strong participation from the C/Ps 
In order to fill the knowledge/skills gap, it is advised that the technical transfer from the Experts to C/Ps 
be undertaken actively during the remaining project period. Strong participation from the C/Ps in such 
activities is key for attaining satisfactory levels of technical transfer in each field of renewable energy 
technology. The C/Ps’ participation includes, but not limited to, preparation and presentation of papers 
for the International Workshop to be held in February next year. 
 
(5) Recording the achievements of the Objectively Verifiable Indicators, challenges and 
recommendations 
At the time of the Terminal Evaluation, some of the key Objectively Verifiable Indicators in PDM have 
not reached their targets. They are expected to be attained in the next few months as the Project 
progresses. When writing the Project Completion Report to be submitted in February 2015, the 
achievement levels of those indicators should be clearly written so that an objective judgment of project 
performance can be made easily. Furthermore, remaining challenges and measures to be taken for 
raising sustainability should be discussed with the C/P and other related organizations and the results of 
the discussions should be delineated in the Project Completion Report. 
 
Recommendation to the C/P institutions (To be addressed as medium- to long-term measures) 
(1) Utilizing and improving the proposed models continuously 
The C/P organizations are recommended to continue utilizing and improving the solar PV models 
proposed by the Project. Assignment of the departments/persons responsible for the coordination with 
relevant institutions is also recommended to make an institutional effort to improve the models. 
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(2) Utilizing and revising the guidelines continuously 
As for MHP, biogas and wind technologies, pilot project implementation was cancelled in the first year 
of the project period. Thus, the C/Ps did not have a chance to experience the whole cycle of planning, 
analysis, system designing, installation and monitoring which are necessary for carrying out activities 
on the ground. The Project, instead, gave intensive training to the C/Ps and guidelines are being 
developed for future use. It is strongly recommended that the C/Ps will build on their training 
experience in the Project and leverage their increased knowledge in actual implementation of MHP, 
biogas and wind technologies in the field. In doing so, utilizing and revising the guidelines, including 
one on solar PV systems, should be conducted continuously. REA should be responsible for revising and 
updating the guidelines. 
 
(3) Improving database on the Rural Electrification Master Plan (REMP) 
Current database for the REMP needs to be improved making use of Geographical Information System 
(GIS). The improvement will help relevant organizations including development partners avoid 
duplication or overlap of future project sites. It will also facilitate easier decision-making concerning 
locations of future development. 
 
(4) Exchanging knowledge and human resources with JKUAT 
REA’s and MoE&P’s knowledge sharing and exchange with JKUAT have been proved to be beneficial. 
Continuous exchange of knowledge and human resources with JKUAT is advisable for strengthening 
capacity on renewable energy technology at REA and MoE&P. Such knowledge exchange includes, but 
not limited to, sharing REA’s guidelines and other documents produced by the Project so that JKUAT 
can utilize them in their training courses. With regard to JKUAT’s trainings on solar PV systems, 
regular attendance to such trainings by MoH, MoEST, and County Governments should be ensured. 
 
(5) Improving basic skills for installation work of electrical facilities 
It has been observed that the quality of basic installation work for wiring, switches, breakers, etc. was 
rather low. Thus, the responsible Expert became fully occupied with fixing those poor installations. 
Without the supervision of the Experts, most solar PV systems installed by local contractors may soon 
experience faults and malfunctions. In order to improve the quality of basic installation works, it is 
important for REA to compile detailed appropriate designs and rigorously supervise/ inspect the 
contractors’ job accordingly. 
 
7. Lessons learnt 
(1) Taking appropriate measures to minimize negative factors before and during the Project 
There is no doubt that the current delay in producing sufficient outputs is largely attributable to many 
negative factors. There are as many as eight factors, both internal and external, which have been 
negatively influencing the Project throughout the implementation period. The project implementers 
should have made more efforts to identify and tackle these critical issues both before and during the 
project period so that unfavourable ramifications would be minimized. In some cases, drastic 
modifications on project design and modalities, including revision in project scope and change in the 
mode of expert dispatch, to name a few, could have been considered so as to best address major issues. 
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第１章 評価調査の概要 
 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ケニア共和国（以下、「ケニア」と記す）政府は、安定的かつバランスの取れた経済基盤の構

築及び貧困削減を目的として、基礎インフラである電力供給の強化に積極的に取り組んでいる。

ケニアにおけるエネルギー分野は、エネルギー石油省（Ministry of Energy and Petroleum：  

MoE&P）が管轄しており、地方電化の実施機関として、地方電化庁（Rural Electrification Authority：
REA）が 2006 年に制定されたエネルギー法 No. 12 の第 66 条に基づき設立され、2007 年より始動

している。REA の権限や使命、展望は、2030 年までに産業化された中進国への発展をめざす Vision 
2030 を初めとする国家計画と一致する。Vision 2030 が掲げる 2030 年までの中進国化の実現のた

めには、2030 年までに 100%の電化率達成が期待される。こうした要望を受け、地方電化マスタ

ープラン（Rural Electrification Master Plan : REMP）は、2009 年時点で 10％未満の地方電化率を、

2020 年までに 40%に引き上げることを目標としている。REMP では、特に Trading Center、Secondary 
School、Health Center を地方電化における重要公共施設と位置づけ、これら施設の電化率は 10%
（2003 年）から約 84%（2014 年 6 月）まで改善されている。REMP の展開計画として、REA 戦

略計画（Strategic Plan）が 5 年ごとに作成されており、最新の戦略計画（2013/2014 年～2017/2018
年）及び MoE&P による新エネルギー政策において、再生可能エネルギーの重点的な活用が明確

に示されている。また、2010 年に公布された新憲法の思想である地方分権化を踏まえ、今後は中

央政府としての機能を国家レベルの政策立案に集中し、個別案件の計画、実施は郡（カウンティ：

County）政府に移管することを計画している。こうした国家的な需要や政策の動向を受け、MoE&P、
REA ともに再生可能エネルギーによる地方電化モデルの構築の必要性を認識し、REA は技術協力

の要請をわが国に行った。JICA はこの要請を受け、本プロジェクトを 2012 年 3 月より、3 年間

の予定で開始している。 
今回実施した終了時評価調査は、2015 年 2 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の

実績、成果を評価、確認するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事

業の実施にあたって教訓を導くことを目的とした。 
 
１－２ 調査団の構成と調査期間 

調査団の構成は以下のとおり。 
 

団内担当分野 氏 名 所属・役職 

総括／地方電化 小川 忠之 JICA 国際協力人材部 国際協力専門員 

協力企画 桝谷 有希 
JICA 産業開発・公共政策部 資源・エネルギーグル

ープ第二チーム 

評価分析 首藤 久美子 有限会社アイエムジー 上席研究員 

 
2014 年 9 月中旬に文献調査や国内における関係者インタビュー等を開始し、2014 年 9 月 30 日

から 10 月 16 日にかけて現地調査を行った 。詳しい現地調査日程については付属資料２「署名済

みミニッツ（M/M）」の ANNEX 1: Study Schedule を参照のこと。 
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１－３ 対象プロジェクトの概要 

１－３－１ プロジェクトの要約 
プロジェクトは、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）初版であるバージョン 0

（2011 年 11 月 27 日）から数度の改訂を経て、評価時にはバージョン 3.1（2013 年 10 月 15 日）

に基づいて実施されていた。PDM バージョン 3.1 は、付属資料２「署名済み M/M」の ANNEX 
2 として添付したが、主な内容は以下のとおり。 

 
（１）上位目標：ケニア国民の生活の質を向上させるため、再生可能エネルギーを利用した地

方電化モデルが国内に普及する。 
 

（２）プロジェクト目標：未電化地域における再生可能エネルギー利用による地方電化モデル

を構築する。 
 

（３）成 果： 
１．パイロット・プロジェクトを通じて、未電化地域における保健施設の太陽光発電によ

る電化の実用モデルが開発される。 
２．パイロット・プロジェクトを通じて、未電化地域における学校施設の太陽光発電によ

る電化の実用モデルが開発される。 
３．風力、小水力、バイオガスを活用した地方電化プロジェクトを実施する REA/MoE&P

の能力が向上する。 
４．再生可能エネルギーによる地方電化モデルがケニア国内で普及するための政策・制度

に関する提言が行われる。 
 

（４）活 動：アウトプット１、２及び３の小グループで構成され、カウンターパート（C/P）
の役割と機能を明確にしたワーキンググループ（WG）を設ける。 

１）すべての成果達成のための活動 
１．専門家と C/P は、プロジェクトの現状にかかる週報を作成・配布し、関係者と共有

する。 
２．REA はプロジェクト月例会議を開催する。 
３．日本人専門家は、成果達成度合いを指標に基づきモニターし報告するため、PDM に

沿った進捗要約表を含むプログレスレポートを作成する。 
２）成果１のための活動 

1-1 国家レベル 
1-1-1 保健施設の太陽光発電（PV）利用による電化に関する、既存の政策・調査研

究・プロジェクトについてレビューする。 
1-1-2 モデル構築と普及のための協議を国家レベルで行うため、REA、MoE&P、保

健省（Ministry of Health：MoH）とともに、プロジェクトの進捗・情報共有

のための会議を少なくとも 2 回開催する。 
1-1-3 保健施設電化モデルの推進のための制度的枠組みとともに政策提言を準備す

る。 
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1-1-4 現在の法規制等に沿って、太陽光パネル、蓄電池、有毒物質の廃棄にかかる

提案を行う。 
1-2 カウンティ/サブカウンティレベル 
1-2-1 プロジェクト・サイトを含むカウンティの医療オフィサーに対し、Lot 1（第

１ロット）対象サイトは少なくとも 2 回、Lot 2（第２ロット）対象サイトは

少なくとも 1 回、会計簿とキャッシュフロー計算書を提出する。 
1-2-2 カウンティの医療オフィサーに対し、Lot 1 対象サイトは少なくとも 2 回、Lot 

2 対象サイトは少なくとも 1 回、運転維持管理レポートを提出する。 
1-2-3 モデル構築と普及のための協議をカウンティレベルでの行うため、REA、

MoE&P（いずれもモニタリングメンバー）、カウンティ/サブカウンティの医

療オフィサーとともに、プロジェクトの進捗・情報共有のための会議を少な

くとも 2 回開催する。 
1-2-4 対象施設と周辺コミュニティにおいてベースライン調査を実施する。 
1-2-5 再生可能エネルギーの活用と普及に関して、カウンティ/サブカウンティの医

療オフィサーのキャパシティ及びニーズアセスメントを行う。 
1-3 ローカル/施設レベル 
1-3-1 対象コミュニティとステークホルダーのキャパシティ及びニーズアセスメン

トを行う。 
1-3-2 持続可能な財務計画を準備する。 
1-3-3 充電小屋のオペレータ、保健施設スタッフ、管理委員会のメンバーに対し、

講義や実務研修（OJT）を通じて、十分な財務研修を行う。 
1-3-4 充電小屋のオペレータが正確に日々の取引（充電による収入等）を記録する。 
1-3-5 指定された看護師、管理委員会の財務担当者及び委員長は、正確に会計簿と

キャッシュフロー計算書を記録する。 
1-3-6 指定された看護師、管理委員会の財務担当者及び委員長は、運転維持管理レ

ポートを準備する。 
1-3-7 蓄電池充電システムによる収入に応じて、電化モデルを持続可能にするため

の財務支援を提供してくれる行政組織や団体を特定し、合意を得るよう努め

る。 
1-3-8 「システム設計」「持続可能な維持管理」を含むパイロットプロジェクトの詳

細計画を、OJT を通じて REA 及び MoE&P のスタッフとともに作成する。 
1-3-9 運転維持管理に関する協議を行うため、各パイロット施設に対し、管理委員

会のメンバーと施設所有者とともに、少なくとも 1 回ステークホルダー会合

を開催する。 
1-3-10 各パイロット施設に対し、カウンティ/サブカウンティの医療オフィサー及び

パイロット施設の利用者とともに、少なくとも 1 回情報共有のための会議を

開催する。 
1-3-11 各パイロット施設に対し、カウンティ/サブカウンティの医療オフィサー、パ

イロット施設の所有者、管理委員会のメンバー、及び施設利用者とともに、

プロジェクト期間の終了段階において、少なくとも 1 回の評価会を行う。 
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３）成果２のための活動 
2-1 国家レベル 
2-1-1 学校施設の太陽光発電（PV）利用による電化に関する、既存の政策・調査研

究・プロジェクトについてレビューする。 
2-1-2 モデル構築と普及のための協議を国家レベルで行うため、REA、MoE&P、教

育科学技術省（Ministry of Education, Science and Technology：MoEST）ととも

に、プロジェクトの進捗・情報共有のための会議を少なくとも 2 回開催する。 
2-1-3 学校施設電化モデルの推進のための制度的枠組みとともに政策提言を準備す

る。 
2-1-4 現在の法規制等に沿って、太陽光パネル、蓄電池、有毒物質の廃棄にかかる

提案を行う。 
2-2 カウンティ/サブカウンティレベル 
2-2-1 プロジェクト・サイトを含むカウンティの教育オフィサーに対し、Lot 1 対象

サイトは少なくとも 2 回、Lot 2 対象サイトは少なくとも 1 回、会計簿とキャ

ッシュフロー計算書を提出する。 
2-2-2 カウンティの教育オフィサーに対し、Lot 1 対象サイトは少なくとも 2 回、Lot 

2 対象サイトは少なくとも 1 回、運転維持管理レポートを提出する。 
2-2-3 モデル構築と普及のための協議をカウンティレベルでの行うため、REA、

MoE&P（いずれもモニタリングメンバー）、カウンティ/サブカウンティの教

育オフィサーとともに、プロジェクトの進捗・情報共有のための会議を少な

くとも 2 回開催する。 
2-2-4 対象施設と周辺コミュニティにおいてベースライン調査を実施する。 
2-2-5 再生可能エネルギーの活用と普及に関して、カウンティ/サブカウンティの教

育オフィサーのキャパシティ及びニーズアセスメントを行う。 
2-3 ローカル/施設レベル 
2-3-1 対象コミュニティとステークホルダーのキャパシティ及びニーズアセスメン

トを行う。 
2-3-2 持続可能な財務計画を準備する。 
2-3-3 充電小屋のオペレータ、学校施設スタッフ、管理委員会のメンバーに対し、

講義や OJT を通じて、十分な財務研修を行う。 
2-3-4 充電小屋のオペレータが正確に日々の取引（充電による収入等）を記録する。 
2-3-5 学校長、管理委員会の財務担当者及び委員長は、正確に会計簿とキャッシュ

フロー計算書を記録する。 
2-3-6 学校長、管理委員会の財務担当者及び委員長は、運転維持管理レポートを準

備する。 
2-3-7 蓄電池充電システムによる収入に応じて、電化モデルを持続可能にするため

の財務支援を提供してくれる行政組織や団体を特定し、合意を得るよう努め

る。 
2-3-8 「システム設計」「持続可能な維持管理」を含むパイロット・プロジェクトの

詳細計画を、OJT を通じて REA 及び MoE&P のスタッフとともに作成する。 
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2-3-9 運転維持管理に関する協議を行うため、各パイロット施設に対し、管理委員

会のメンバーと施設所有者とともに、少なくとも 1 回ステークホルダー会合

を開催する。 
2-3-10 各パイロット施設に対し、カウンティ/サブカウンティの教育オフィサー及び

パイロット施設の利用者とともに、少なくとも一回情報共有のための会議を

開催する。 
2-3-11 各パイロット施設に対し、カウンティ/サブカウンティの教育オフィサー、パ

イロット施設の所有者、管理委員会のメンバー、及び施設利用者とともに、

プロジェクト期間の終了段階において、少なくとも 1 回の評価会を行う。 
４）成果３のための活動  

3-1 風力、小水力、バイオガスによる既存の地方電化サイトに関するインベントリ

ー調査及びレビューを行う。 
3-2 計画、設計、調達、モニタリング、維持管理に関する技術研修の内容を反映し、

風力、小水力、バイオガスによる地方電化のためのガイドラインを作成する。 
3-3 REA / MoE&P スタッフに対し、風力、小水力、バイオガスによる地方電化に関

する技術研修を行う。 
3-4 風力、小水力、バイオガスの技術的検討に焦点をあてた簡易なプレフィージビ

リティスタディを、実施する。 
3-5 風力、小水力、バイオガスによる地方電化に関する技術的な提言を行う。 
3-6 技術研修とガイドライン開発のために必要なデータと機器を収集する。 
3-7 風力、小水力、バイオガス地方電化に関するガイドラインの検証・確認を行う

ために、ステークホルダーワークショップを開催する。  
５）成果４のための活動 

4-1 アウトプット１～３の活動として行われる、各電化モデルの普及促進に向けた

政策及び制度的枠組みの問題・課題抽出の活動をモニタリングする 
4-2 ケニア及び東アフリカ諸国のエネルギー分野の関係者及びドナーを対象に、再

生可能エネルギーによる地方電化モデルに関する情報共有のためのワークショ

ップを開催する。 
4-3 政策提言を取りまとめる。 
4-4 『再生可能エネルギーによる地方電化推進のための人材育成プロジェクト』に

て推進される、再生可能エネルギーにおける産学官プラットフォームの形成・

運営への側面支援を行う。 
 

１－３－２ プロジェクト期間 
2012 年 3 月～2015 年 2 月（約 3 年間） 

 
１－３－３ プロジェクト実施機関 

エネルギー・石油省（MoE&P） 
地方電化庁（REA） 
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１－３－４ 対象地域 
パイロット・プロジェクト対象地：カジアド・カウンティ（1 カ所）、ナロック・カウンティ

（3 カ所）、サンブル・カウンティ（6 カ所）（計 10 カ所） 
 

１－３－５ 対象者 
MoE&P 及び REA 職員 
MoEST 職員、MoH 職員、パイロット・プロジェクト対象地のカウンティ/サブ・カウンティ

教育及び保健職員、パイロット・プロジェクトの管理委員会メンバー、その他太陽光発電施設

運用者・利用者等 
 
１－４ 調査結果 

１－４－１ 合同終了時評価報告書 
第２章に記載した調査方針に基づき、評価５項目をベースに C/P と共に合同終了時評価報告

書（Joint Terminal Evaluation Report）を作成した。同報告書の内容は、第３～５章に示す。 
 
１－４－２ 終了時評価結果に関する合意 

2014 年 10 月 14 日に開催した合同調整委員会（JCC）により、本終了時評価結果についてケ

ニア・日本側のプロジェクト関係者と共有・合意し、付属資料２のとおり合同終了時評価報告

書を含む M/M を同 10 月 14 日に締結した。 
 

１－４－３ 団長所感 
地方電化に係る最新状況を踏まえた本プロジェクトの方向性について以下に記す。 

 
（１）地方電化事業の進捗状況と環境変化 

ケニアの電化率は 2010 年に全国平均で約 18%であったが1、総額 45billion Ksh に達する

地方電化プログラム（REP）の進展により、グリッド延伸とオフグリッドの再生可能エネ

ルギー利用、またはディーゼル発電によるミニグリッド電化が進められ、現在は約 36%ま

で向上している2。また、2009 年に策定された REMP において、優先電化対象として位置

づけられている公共施設についても、2014 年 6 月時点で約 21,000 カ所（全体の 84%）に

ついて電化完了している。REA としては、2015 年 6 月を目標に小学校の電化を完了し、2016
年までに重要公共施設（診療所、トレーディング・センター、中学校）の電化を完了する

計画となっており、今後電化政策の中心は公共施設から住宅3 へと次第にシフトしていく

ものと想定される。 
 

（２）プロジェクト終了後にモデルを適用するための計画 
本プロジェクトにて策定される電化モデル、特に充電サービスを含む財務モデルがプロ

                                                        
1 World Energy Outlook (2012) 
2 REA の Corporate Department からの聞き取りによる。 
3 従来、住宅の電化は主に配電会社（KPLC）の所掌であったが、Last Mile Connectivity Project では REA も KPLC のパートナ

ーとして住宅電化を実施予定。 
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ジェクト終了後に適用されるためには、上記の急速な環境変化を踏まえ、モデルの適用対

象となり得る公共施設の範囲、対象施設数などを含む定量的な計画策定が必要である。こ

のためには、パイロットプロジェクト実施により得られた知見を活用しながら、モデル対

象施設の選定クライテリア、フローチャートなどを策定し、C/P がモデルを適用するため

のガイドライン等に記載していくことが望ましい。プロジェクト終了後は、REMP や地方

電化戦略等の改定において、モデルの適用計画が反映されることが持続性の確保に重要で

あるため、今回の M/M において REA/MoE&P に要請、確認している。 
 

（３）モデル普及のための資金確保 
本プロジェクトは、未電化地域における携帯電話利用者数の増加を想定し、携帯電話充

電サービスによる収益により、公共施設に設置される PV システムの運転・保守管理

（Operation and Maintenance：O&M）費用を充填するというビジネスモデルを中心として

協力が開始された。しかしながら、上述したグリッド電化の急速な進展、更には M-Kopa
等民間企業による低価格なピコソーラー4普及などの要因もあり、パイロットプロジェクト

での実績を見ると、ほとんどのサイトで充電サービスによる収益は O&M 費用の 10%程度

以下にとどまっており、追加的な資金確保が必要な状況である。本プロジェクトとは別の

パイロット事業において、REA では施設利用者から電気料金を徴収する制度を試行してお

り、将来のモデル展開、普及にあたっては、利用者のオーナーシップを高め維持管理の持

続性を高める観点からも、便益に応じた負担を求めることが重要な課題になると考えられ

る。 
  

                                                        
4 LED 採用により PV モジュールの容量を 8～10W 程度まで小型化し、低価格化を実現しているが、携帯電話充電も可能。 
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第２章 評価の方法 
 
２－１ 評価手法 

プロジェクト終了まで残すところ約半年となり、これまでプロジェクト目標がどれだけ達成さ

れたか、上位目標の達成見込みはどの程度かなどを判断する時期を迎えた。プロジェクト終了を

控えたこの時期に、終了時評価を行うことにより、プロジェクト活動の実績・成果の評価・確認

を行った。また、今後の提言及び他の類似事業の実施にあたっての教訓も導き出した。 
本終了時評価では、「新 JICA 事業評価ガイドライン第１版」（2010 年 6 月）に従い、プロジェ

クトの実績と実施プロセスを把握した後、以下の評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパ

クト、持続性）の観点から分析を行った。 
① 妥当性（relevance） 

プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益者のニーズに

合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側の政策との整合性はあ

るか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金である政府開発援助（ODA） で
実施する必要があるかといった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。 

② 有効性（effectiveness） 
プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされているのか

（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。 
③ 効率性（efficiency） 

主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されているか（ある

いはされるか）を問う視点。 
④ インパクト（impact） 

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果をみる視点。

予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 
⑤ 持続性（sustainability） 

援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持続の見込

みはあるか）を問う視点。 
 

本評価はプロジェクト終了前の評価調査のため、④インパクト、⑤持続性に関しては、評価時

点での予測となっている。終了時評価では、これまでの実績を確認し、５項目に従った評価を行

い、提言と教訓を引き出すことを目的としている。 
評価実施に際し、プロジェクト管理のための要約表である PDM に基づき、計画の達成状況や

達成見込みを調べるための評価グリッド（付属資料２「署名済みM/M」のANNEX 3: Evaluation Grid
を参照）を作成し、具体的な評価設問を定めた。 

終了時評価時点で、プロジェクトでは、2013 年 10 月 15 日に改訂された PDM バージョン 3.1
を使用していた。したがって、PDM バージョン 3.1 に基づいて情報を収集・分析した。 
 
２－２ データ収集・分析方法 

調査では、さまざまな情報源から、複数のデータ収集手法を用いて情報収集を行った。調査手

法及び情報源のトライアンギュレーションが可能となり、調査の信頼性を高めることができるか
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らである。 
今回の調査、特に現地調査では、定量的なデータとともに、定性的な情報の収集にも注力して

いる。定量的なデータは既存の資料で既にある程度入手可能だったのに対し、定性的な情報、特

にプロジェクト実施にあたっての貢献要因・阻害要因といった詳細な情報については、現地調査

における情報収集が不可欠だったからである。したがって、インタビュー、観察、そして自由記

述欄を多く設けた質問票調査など、定性的な情報を引き出すための手法を中心に調査がなされた。

表２－１にデータの入手手段と情報源をまとめた。また、主要な面談者については、付属資料１

「主要面談者リスト」に記した。 

 
表２－１ データ入手手段と情報源 

データ入手手段 情報源 

文献・資料調査 
政策文書、プロジェクト関連資料、プロジェクト報告書、合同調整委員

会（JCC）等各種会議議事録等 

質問票調査 プロジェクト専門家、カウンターパート（C/P） 

インタビュー 
プロジェクト専門家、C/P、ケニア中央政府及びナロック・カウンティ

政府関係者 

観察・インタビュー 
Lot 1：Iltumtum 小学校（ナロック・カウンティ）、Olkinyei 診療所（ナ

ロック・カウンティ）、Ilkilnyeti 診療所（カジアド・カウンティ） 

 
文献・資料調査は、主に現地調査前に国内で行い、プロジェクトのアウトプットと実施プロセ

スを中心に確認した。また、現地調査開始前に質問票をプロジェクト専門家及び C/P に対し電子

メールで配布し、調査団の現地入り前に質問票を回収した。現地入りしてからは、質問票配布先

やその他関係者に対してインタビューを行い、補足情報の収集を行った。質問票の配布先でない

政府関係者等に対しても、それぞれ 1 時間程度のインタビューを行った。 
評価者はパイロット・プロジェクトとして太陽光発電設備が設置された Lot 1 の Iltumtum 小学

校（ナロック・カウンティ）、Olkinyei 診療所（ナロック・カウンティ）、Ilkilnyeti 診療所（カジ

アド・カウンティ）の様子も観察し、関係者に対し臨機応変にインタビューを行いながら定性デ

ータを中心に情報収集した。 
上記のデータ収集により得られた情報は、前節「評価手法」で示した評価５項目ごとに分析さ

れた。最終的なデータの分析結果は、「第４章 評価結果」に示した。 

 
２－３ 評価調査の制約・限界 

時間や資源の制約からすべての専門家や C/P に対してインタビューを行うことは不可能だった。

また、10 カ所あるパイロット・プロジェクトのすべての太陽光発電設置場所を訪問するのは難し

く、訪問先は Lot 1 の 4 カ所のうち、3 カ所を訪問するのみにとどまった。特に Lot 2（6 カ所）

については、ナイロビから長時間の移動時間を要するため訪問を断念せざるを得なかった。その

ため、文献調査によって関連情報を収集するなどして、サンプルの偏りの問題を克服するように

した。 
調査では、プロジェクト実施に直接携わっている多数の C/P やプロジェクト専門家から情報を
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得ることができたので、調査枠組みの中で得られた収集情報は一定の信頼性と妥当性を維持して

いるといえる。
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第３章 プロジェクトの実績

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側の投入

（１）専門家派遣

プロジェクト開始時より、総括、地方電化、太陽光発電、小水力、バイオマス・バイオ

ガス発電、風力発電、コミュニティ開発、財務管理計画、環境社会配慮といった 11 の分野

で短期専門家が派遣されてきた。これまでに投入された専門家は 90.96 人月である。詳細

は、付属資料２「署名済み M/M」の ANNEX 4: List of Japanese Experts を参照のこと。 

（２）研修員受入れ

これまで 3 人の C/P が本邦研修を受講し、7 人の C/P が第三国研修（インド、タイ）に

参加した。本邦・第三国研修参加者の詳細は、同 ANNEX 5: List of Counterpart (C/P) Training 
in Japan and Third Countries を参照のこと。 

（３）供与機材

流速計、衛星電話、コンピュータ、コピー機等、総額約 34 百万円分（28,967,847Ksh） 

の機材がこれまで供与された。これらの機材は日常的に使用されており、維持管理状況も

おおむね良好である。供与機材の詳細については、同 ANNEX 6: List of Provided Machinery 
and Equipment を参照。 

（４）現地活動費

第 3 年次末までに約 62.1 百万円（51,642,688 Ksh）が現地活動費として支出された（表

３－１）。

表３－１ 現地活動費 
（単位：Ksh） 

1 年次 
(2012 年度) 

2 年次 
(2013 年度) 

3 年次 
(2014 年度)5 

3 年次 
(2014 年度)6 計

給与・日当 5,751,215 5,890,252 3,576,895 3,220,000 18,438,362 
車両関係（燃料、整備等） 3,217,107 6,861,977 4,543,732 3,350,000 17,972,816 
車両借上、タクシー 1,510,86 2,483,163 1,710,700 1,150,000 6,854,723 
通信・インターネット 354,293 399,470 273,040 150,000 1,176,803 
会議（ワークショップ、セ

ミナー）
6,150 87,850 0 580,000 674,000 

消耗品 899,425 560,795 60,170 290,000 1,810,390 
C/P 旅費 0 0 0 560,000 560,000 
国外研修 997,000 1,531,760 1,215,000 0 3,743,760 
印刷 1,564 55,000 33,030 132,000 221,594 
機材維持管理 0 95,120 95,120 0 190,240 

計 12,737,614 17,965,387 11,507,687 9,432,000 51,642,688 
出典：プロジェクト提供資料

5 8 月まで。 
6 9 月以降の計画値。 
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３－１－２ ケニア側の投入 
（１）人員配置 

地方電化庁（REA）及びエネルギー石油省（MoE&P）の職員計 19 人が C/P として活動

し、専門家から技術移転を受けている。C/P の人数は、2012 年 4 月のプロジェクト開始時

には 9 人であったところ、期間中に大幅に増員がなされ、19 人となった。C/P は皆、プロ

ジェクト活動を行うに十分な能力を有しているが、多くの職員が他業務で多忙であり、タ

イムリーなプロジェクト活動の遂行が困難になる局面が多い。 
C/P 配置の詳細については、付属資料２「署名済み M/M」の ANNEX 7: List of Counterpart 

Personnel (C/P)を参照のこと。 
 

（２）ローカルコスト負担 
ケニア政府は、プロジェクトの活動コストとしてこれまで約 2.8 百万円（2,360,404 Ksh）

を負担している（表３－２）。 
 

表３－２ ケニア側によるローカルコスト負担 
（単位：Ksh） 

 2012 年度 2013 年度 2014 年度 計 

国外研修日当  574,9807 736,6908 962,9849 2,274,65410 

国内日当   2,250  45,250   38,250   85,750 

計 577,230 781,940 1,001,234 2,360,404 
出典：プロジェクト提供資料 

 
（３）土地・建物・設備 

机、イス、キャビネット、電気、水道、飲料水、お茶などの備わったプロジェクト事務

所が提供されている。プロジェクト事務所は REA 及び MoE&P から離れており、また、ナ

イロビ市内の恒常的な交通渋滞により、C/P 機関への移動が困難な状況である。 
 
３－２ 成果の実績 

３－２－１ 成果１の達成状況 
成果１は「パイロット・プロジェクトを通じて、未電化地域における保健施設の太陽光発電

による電化の実用モデルが開発される。」である。表３－３は、PDM バージョン 3.1 に記載さ

れた成果１の指標とそれぞれの達成状況を示している。 
 
 
 
 

                                                        
7 実際の支出額は USD6,845。 
8 実際の支出額は USD8,720。 
9 実際の支出額は USD11,145。 
10 実際の支出額は USD26,710。 
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表３－３ 成果１の指標と指標の達成状況 

指 標 達成状況 
0. All level 
0-0 All sub-group working members for Output 1 participate in 
monitoring at least twice as a monitoring team member. 
 
0-1 Monitoring trainings for the monitoring team members 
including both technical and environmental/community 
development staff at REA and MoE&P are provided based on 
their Objective & Achievement Sheet through on-the-job 
Training (OJT). 
 
0-2 At least 3 monitoring team members achieve their objectives 
through trainings. Achievements are confirmed by trainee’s 
self-assessment and evaluation by Project Experts (JEs). 
 
0-3 PV electrification, operation and maintenance manual for 
health service institutions with battery charging business is 
prepared for C/Ps including user manual and accounting manual. 
 
0-4 At least 2 people from health institution and management 
committee as well as the operator of charging center are trained 
to have accurate understanding and to be able to conduct proper 
O&M of PV facilities including disposal of solar panels, 
batteries and toxic materials. 
 
 
 
 
 
 
1. National Level 
1-1 Collaboration among relevant governmental agencies is 
started and maintained at national level to support the 
establishment and dissemination of the model. 
 
 
1-2 Key criteria of the site selection are analyzed and established 
and sites for Lot 1 and Lot 2 are selected accordingly. 
 
 
 
 
 
 
2. County/Sub-county Level 
2-1 Collaboration among C/Ps, County and Sub-county medical 
officers is initiated and maintained to support the establishment, 
operation and maintenance of the model. 
 
 
3. Local/Institutional Level 
3-1. The target health institutions secure the money from battery 
charging business and other financial source(s) for sufficient 
maintenance cost such as future purchase of batteries. 
 

0-0 

Lot 1: 3 回、Lot 2: 1 回 
 
 
0-1 

Lot 1: 5 回、Lot 2: 1 回 
 
 
 
 
0-2  

Objective & Achievement Test は未実施（11 月頃

に実施する予定） 
 
0-3 ガイドライン（マニュアル）案及びユーザ

ーマニュアル案は作成された。2015 年 1 月に完

成する予定。 
 
0-4 

Lot 1:  
Olkinyei 診療所 
O&M1: 7 人、O&M2: 15 人 
Ilkilnyeti 診療所 
O&M1: 5 人、O&M2: 10 人、O&M3: 5 人 
 
Lot 2： 
Langata 診療所: 5 人 
South Horr 診療所: 3 人 
Angata Nanyukie 診療所: 3 人 
 
1-1 保健省、REA、MoE&P でプロジェクトに関

する情報共有会議が行われている。 
（2014 年 3 月 11 日実施） 
第 2 回の共有会議を 2015 年 1 月に実施予定。 
 
1-2 パイロット・サイトを選定するための選定

基準を作成し、Lot 1 及び Lot 2 のサイトが選定

されている。 
・Not near to the existing grid line 
・Not belonging to private or mission 
・Not overlapping with candidate sites of other 

donors 
・Confirmed safe security environment 
 
2-1 カウンティ保健事務所、REA、MoE&P でプ

ロジェクトに関する情報共有会議が実施されて

いる。（カジアド・カウンティ：2014 年 6 月 13
日、ナロック・カウンティ：2014 年 6 月 16 日、

サンブル・カウンティ： 2014 年 6 月 19 日） 
 
3-1 O&M に関して各カウンティ保健事務所と

REA 間で MOU を締結する予定 
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3-2. Periodical monitoring is carried out by the monitoring team 
at least 3 times for Lot 1 and twice for Lot 2. Satisfaction for the 
system is conformed through monitoring. 
 
3-3. Awareness raising activities on installed solar PV system at 
target health institutions and community are held at least 3 times 
for each Lot 1 sites and 2 times for Lot 2 sites. 

3-2 
Lot 1: 5 回、Lot 2: 1 回（2014 年 8 月 31 日） 
 
 
3-3 
Lot 1: 9 回、Lot 2: 6 回 

出典：プロジェクト提供資料 

 
（１）成果１の達成状況 

成果１は現在のところ、一定程度達成されている。パイロット活動の継続したモニタリ

ング、モニタリング結果の集計、財務分析、ガイドライン及びマニュアル作成、そして太

陽光発電モデルの完成といった成果１達成のために必要な活動は、現在も進行中である。

また、太陽光発電設備の運転・保守管理（O&M）の全国的な適用性について、不確実性が

まだ残されている。残り期間で、特に財政面・組織面から O&M モデルの持続性を高める

取り組みを強化していく必要がある。 
 

（２）達成状況の詳細 
現在の診療所（dispensary）における太陽光発電システムによる電化状況は表３－４のと

おり。 
 

表３－４ 診療所における太陽光発電設備の設置状況 

ロット 施設名 カウンティ 設置時期 

Lot 1 Olkinyei 診療所 ナロック 2013 年 7 月 

Lot 1 Ilkilnyeti 診療所 カジアド 2013 年 7 月 

Lot 2 Latakweny 診療所 サンブル 2014 年 8 月 

Lot 2 South Horr 診療所 サンブル 2014 年 8 月 

Lot 2 Angata Annyokei 診療所 サンブル 2014 年 8 月 
出典：プロジェクト提供資料 

 
Lot 1 として、2013 年 7 月にナロック・カウンティの Olkinyei 診療所及びカジアド・カ

ウンティの Ilkilnyeti 診療所に、計画の 4～5 カ月遅れで太陽光発電設備が設置された。遅

れが生じた主な理由は、プロジェクト専門家と JICA 本部との間で、適切なシステムの設

計に関する議論が長期化したためである。また、当初予定されていたカジアド・カウンテ

ィ内の Meto 診療所への太陽光発電システム設置は、設置直前の 2013 年 7 月に急遽中止と

なった。これは、当該地域において、電力系統による電化のための工事が開始されたため

である。中止が決定される以前、Meto 診療所においては、コミュニティ首長、校長、診療

所看護師等の参加を得て、既に財務管理説明会、会計業務の研修、ステークホルダー会合

等の各種準備活動が実施され、関係者間の議論が進んでいた。なお、Olkinyei 診療所につ

いても同様に、当該地区に電力系統の延伸がなされることが明らかになったが、こうした

情報が入ったのは太陽光発電システム設置後であった。 



－15－ 

Lot 2 では、サンブル・カウンティにおいて Latakweny 診療所、South Horr 診療所、Angata 
Annyokei 診療所の 3 カ所が 2013 年 9 月にパイロット・サイトとして選定され、2014 年 4
月にシステムが設置された。この 3 診療所が最終的に選定されるまでには、プロジェクト

は何度か対象地選定のやり直しを余儀なくされた。これは、既に選んだ対象地が、REA の

系統延伸の対象地として既に計画されていることが明らかになるという事態が続いたた

めである。こうしたことから、計画から 11 カ月と大幅に遅れて Lot 2 の対象地が最終決定

された。 
以上のように Lot 1、Lot 2 に関する活動が遅延したことで、時間や労力の面で効率性が

阻害され、さらに、システム設置後のモニタリングに十分な時間が得られない結果となり、

成果１の達成が阻害された（成果２も同様）。設置が遅れたことで、システム設置後のモ

ニタリングが予定よりも短い時間枠の中で実施されることになったため、特に Lot 2 に関

しては高い信頼性を得るのに十分な情報・データが得られているとは言い難い状況である。 
太陽光発電システムの設置後は、数カ所でシステムトラブル等が発生したものの、プロ

ジェクトは現在、2 つのロットでカウンティやサブカウンティ保健事務所の職員等を巻き

込みながらモニタリングを実施している。日常的な設備の運用・管理が適切に行われてい

る診療所がある一方で、施設の人員の交代等の理由により管理責任の所在があいまいにな

ってしまっていたり、充電ビジネスがほとんど行われなくなっていたり、あるいはバッテ

リー水の水位が適切に保たれていないなど、太陽光発電システムの日常的な管理に問題が

散見される施設もある。なお、これまで 4 人の職員がジョモケニヤッタ農工大学（Jomo 
Kenyatta University of Agriculture and Technology：JKUAT）で開催された研修に参加し、太

陽光発電システムの O&M 方法等を学んでいる。 
こうしたシステム設置、地域の関係者の参加、モニタリングの実施等により、プロジェ

クトは現在、①設計、②持続的 O&M、③持続的財務計画の 3 側面から成る実践的なモデ

ルを構築中である（図３－１）。 
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出典：JICA Expert Team (2014) Project for Establishment of Rural Electrification Model Using Renewable Energy in the Republic of 

Kenya: Progress Report 5 (p.29) 

図３－１ 診療所における太陽光発電モデル 

 
成果１の指標達成状況は、表３－３に示したとおり、多くの活動が現在も実施中であり、

プロジェクト終了時に達成状況を再度確認する必要があると判断される。例えば、サブ・

グループメンバーによる Lot 2のモニタリング実施（指標0-0）、Objective & Achievement Test
（指標 0-2）、O&M ガイドラインと利用者マニュアルの作成（指標 0-3）、覚書（MOU）の

締結（指標 3-1）、Lot 2 の定期モニタリング（指標 3-2）等の達成状況については、今後の

進捗を注視していく必要がある。 
こうした実施中の活動のなかでも、特に注目すべきは、C/P の能力向上度を測る指標と

なる Objective & Achievement Test の結果、ガイドライン・マニュアルの完遂、そして何よ

りも MOU の締結である。MOU は主に、太陽光発電システムの O&M に必要なバッテリー

やインバーター、チャージコントローラー等の修繕・交換にかかる高額な費用の負担をカ

ウンティ保健事務所に約束させることを意図したものである。各診療所の日々の充電サー

ビスからの収入では、これらの機材の交換費用を捻出できないことが明らかになっている

ため、MOU の締結は太陽光発電設備の財政的持続性の観点から非常に重要である。MOU
の締結が実現し、カウンティ保健事務所の太陽光発電システム O&M へのコミットメント

が確約されれば、プロジェクトが開発したモデルの財政的・組織的持続性を担保するため

の大きな一歩となるだろう。カウンティ保健事務所と REA が、MOU にのっとり、それぞ

れの役割を果たしていくことができれば、提示するモデルの財政的・組織的持続性に関す

る不確実性が大きく低減されることになる。 
次に、成果１について更に重要なことは、プロジェクト専門家から C/P に対して、モデ

ル開発についての技術移転がどれだけ実現したのかという観点である。これについては、

今年 11 月に実施される予定の Objective & Achievement Test の結果を待たなくてはならない

が、専門家や C/P とのインタビューでは、成果１への C/P の参加は、専門家とのシステム
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設計に関する議論や意見交換に限定されていることが明らかになった。REA は基本的にシ

ステムの設置を行う機関であり、O&M は設備利用者が行うという考え方が基本のため、

持続的な O&M や財務計画に関する REA の役割や責任は不明確で、そのために C/P のこう

した分野への参加は限定的だった。誰が、または REA 内のどの部署が、専門家と共に持続

的 O&M や財務計画に関するモデル開発を行っていくのかについては、いまだに不明瞭な

状況である。実際、プロジェクトの最新進捗報告であるプログレスレポート第５号（2014
年 9 月付けドラフト）でも、以下の記述がある。 

 
「いわゆるソフトコンポーネントに関する専門家から REA への技術移転は

本プロジェクトの主要な目的のひとつであるが、これまで十分な技術やノウ

ハウの移転が実現したとは言い難い。REA の使命は工事・設置までであり、

O&M までカバーしないからである。そのため、REA には O&M を担当する

人材も、予算も経験もない。MoE&P も同様の状況である」（p.96） 
 
C/P のパイロット・サイト訪問についても、同様に参加は限られている。これは主に C/P

の他業務が多忙なためである。特に 2014 年 4 月頃にケニア政府のラップトップ・プログ

ラム（後述）が開始してからは、C/P は多忙を極め、Lot 2 のようなナイロビから距離があ

るサイト訪問は困難になった。モデル開発のプロセスに C/P があまり関与できていないと

いう状況は、専門家から C/P に対する技術移転を達成するための障害となっている。 
 

３－２－２ 成果２の達成状況 
成果２は「パイロット・プロジェクトを通じて、未電化地域における学校施設の太陽光発電

による電化の実用モデルが開発される。」である。表３－５は、PDM バージョン 3.1 に記載さ

れた成果２の指標とそれぞれの達成状況を示している。 
 

表３－５ 成果２の指標と指標の達成状況 

指 標 達成状況 
0. All level 
0-0 All sub-group working members for Output 1 
participate in monitoring at least twice as a monitoring 
team member. 
 
0-1 Monitoring trainings for the monitoring team members 
including both technical and environmental/community 
development staff at REA and MoE&P are provided based 
on their Objective & Achievement Sheet through OJT. 
 
0-2 At least 3 monitoring team members achieve their 
objectives through trainings. Achievements are confirmed 
by trainee’s self-assessment and evaluation by JEs. 
 
0-3 PV electrification, operation and maintenance manual 
for schools with battery charging business is prepared for 
C/Ps including user manual and accounting manual. 
 

0-0 

Lot 1: 2 回、Lot 2: 1 回 
 
 
 
0-1 

Lot 1: 5 回、Lot 2: 1 回 
 
 
 
0-2 

Objective & Achievement test は未実施（11 月頃に実施

する予定） 
 
0-3 

ガイドライン（マニュアル）案及びユーザーマニュア

ル案は作成された。2015 年 1 月に完成する予定。 
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0-4 At least 3 people from school and management 
committee as well as the operator of charging center are 
trained to have accurate understanding and to be able to 
conduct proper O&M of PV facilities including disposal of 
solar panels, batteries and toxic materials. 
 
 
 
 
 
 
 
 
1. National Level 
1-1 Collaboration among relevant governmental agencies 
is started and maintained at national level to support the 
establishment and dissemination of the model. 
 
 
1-2 Key criteria of the site selection are analyzed and 
established and sites for Lot 1 and Lot 2 are selected 
accordingly. 
 
 
 
 
2. County/Sub-county Level 
2-1 Collaboration among C/Ps, County and Sub-county 
education officers is initiated and maintained to support 
the establishment, operation and maintenance of the 
model. 
 
3. Local/Institutional Level 
3-1. The target schools secure the money from battery 
charging business and other financial source(s) for 
sufficient maintenance cost such as future purchase of 
batteries. 
 
3-2. Periodical monitoring is carried out by the monitoring 
team at least 3 times for Lot 1 and twice for Lot 2. 
Satisfaction for the system is conformed through 
monitoring. 
 
3-3. Awareness raising activities on installed solar PV 
system at target schools and community are held at least 3 
times for each Lot 1 sites and 2 times for Lot 2 sites. 

0-4 

Lot 1: 
Iltumtum 小学校 
O&M1: 35 人、O&M2: 4 人 
 
Olemoncho 小学校 
O&M1: 30 人、O&M2: 10 人 
 
Lot 2: 
Marti 小学校: 7 人 
Tuum 小学校: 10 人 
Illaut 小学校: 3 人 
 
 
1-1 教育科学技術省、REA、MoE&P でプロジェクト

に関する情報共有会議が行われている。（2014 年 3 月

14 日実施）第 2 回の共有会議を 2015 年 1 月に実施予

定。 
 
1-2 パイロット・サイトを選定するための選定基準を

作成し、Lot 1 及び Lot 2 のサイトが選定されている。 
・Not near to the existing grid line 
・Not belonging to private or mission 
・Not overlapping with candidate sites of other donors 
・Confirmed safe security environment 
 
 
2-1 カウンティ教育事務所、REA、MoE&P でプロジ

ェクトに関する情報共有会議が実施されている。（ナ

ロック・カウンティ：2014 年 6 月 16 日、サンブル・

カウンティ：2014 年 6 月 19 日） 
 
 
3-1 O&M に関して教育科学技術省と REA 間で MOU 
を締結する予定 
 
 
 
3-2 

Lot 1: 5 回、Lot 2: 1 回（2014 年 8 月 31 日） 
 
 
 
3-3 

Lot 1: 9 回、Lot 2: 6 回 

出典：プロジェクト提供資料 

 
（１）成果２の達成状況 

成果２の達成度は基本的に成果１と同様である。ただし、学校を管轄する教育科学技術

省（MoEST）との太陽光発電設備の O&M に関する協議が始まったばかりであり、成果１

に比べ、モデルの組織・財政的持続性について不確実性がより高い状況にある。 
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（２）達成状況の詳細 
現在の学校施設における太陽光発電システムによる電化状況は表３－６のとおり。 

 
表３－６ 学校施設における太陽光発電設備の設置状況 

ロット 施設名 カウンティ 設置時期 

Lot 1 Olemoncho 小学校（寮付） ナロック 2013 年 7 月 

Lot 1 Iltumtum 小学校（寮付） ナロック 2013 年 7 月 

Lot 2 Tuum 小学校 サンブル 2014 年 8 月 

Lot 2 Illaut 小学校 サンブル 2014 年 8 月 
出典：プロジェクト提供資料 

 
成果２は、基本的に成果１と同様の達成状況である。しかし、成果２は、O&M に関し

て、成果１よりも、より多く課題を抱えているといえる。 
ナロック・カウンティの Olemoncho 小学校、Iltumtum 小学校の 2 校には太陽光発電シス

テムが 2013 年 7 月に設置され（Lot 1）、サンブル・カウンティの Tuum 小学校、Illaut 小学

校、Marti 小学校には 2014 年 4 月に設置された（Lot 2）。成果１の Lot 1 とは異なり、系統

延伸によって設置が中止となった小学校はなかったものの、Olkinyei 診療所と同様、ナロ

ック・カウンティの Iltumtum 小学校には、システム設置後に電力系統による電化が行われ

ることが明らかになった。 
成果１の診療所と同様、成果２の小学校も、発電システムの日常的な運用・管理が適切

に行われていないケースが散見されている。また、成果１と同様に、日常的な充電サービ

スからの収入だけでは、バッテリーやインバーター、チャージコントローラー等の交換に

必要な財政的資源を確保できないという課題を抱えている。成果１の場合、カウンティ保

健事務所が O&M 費用を負担する方向で前向きな協議が進んでいるが、成果２の場合、

MoEST との協議はまだ緒に就いたばかりである。教育政策の実施に関しては、保健政策の

実施と異なり、カウンティ政府への地方分権が行われないことが決定しているので、成果

１のように、カウンティの出先機関が O&M 費用を負担するという体制にはなり得ないと

目されている。そのため、今後、O&M 費用の負担主体について、MoEST と協議を進めて

いく必要がある。 
さらに、成果１と異なり、MoEST 関係者の中で太陽光発電システムに関する研修を受け

た職員はおらず、技術面からの体制整備も遅れている。これは、REA/MoE&P と MoEST
の間で O&M に関しての議論が始まったばかりであり、財政面の手当てに関する体制整備

を含め、全体の方向性がまだ明確化していないことなどが主な要因である。以上のことか

ら、成果１と比べ、成果２は、プロジェクト残り期間で取り組むべき課題は多いといえる。 
成果２は、成果１と同様、特に Lot 2 への設備設置に大きな遅延が生じたが、この Lot 2

の遅れに関しては、REA が行うケニア政府の小学校電化を目的としたラップトップ・プロ

グラムの太陽光発電システムの仕様を決定する時期と Lot 2 の設置時期が重なってしまう

という状況を招いた（この件については、［４－１－４ インパクト］で詳しく取り上げ

ることとする）。ラップトップ・プログラムとは、2013 年 4 月に大統領が発令した、すべ
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ての小学校を電化し、1 校当たり 50 台のラップトップコンピュータを配布するという計画

である。2014 年 3 月から 2015 年 6 月の間に、約 3,000 の小学校に太陽光発電システムを

設置するとしている11。現在、REA が地方電化の責任機関として、地方部の小学校の電化

を進めている。 
ラップトップ・プログラムにより、太陽光発電を含めた小学校電化の動きが加速してい

るという現在の状況は、プロジェクトにとってプラスとなる要素も含んでいる。プロジェ

クトが提唱する①設計、②持続的な O&M、③持続的な財政計画から成るモデルが、この

ラップトップ・プログラムで採用されれば、プロジェクトのインパクトは極めて大きなも

のになるだろう（図３－２）。しかし、現在のところ、［４－１－４ インパクト］で後述

するように、この件に関する顕著なインパクトは得られていない。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：JICA Expert Team (2014) Project for Establishment of Rural Electrification Model Using Renewable Energy in the Republic of 
Kenya: Progress Report 5 (p.42) 

図３－２ 小学校における太陽光発電モデル 

 
３－２－３ 成果３の達成状況 

成果３は、「風力、小水力、バイオガスを活用した地方電化プロジェクトを実施する

REA/MoE&P の能力が向上する。」である。表３－７は、PDM バージョン 3.1 に記載された成果

３の指標とそれぞれの達成状況を示している。 
 
 
 
 
 
                                                        
11 2014 年 8 月 13 日時点での太陽光発電システム設置件数は 215 校であった。 
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表３－７ 成果３の指標と指標の達成状況 

指 標 達成状況 
3-1. Training is conducted for at least 2 C/Ps for each 
renewable energy technology. 
 
 
 
3-2. Guidelines are established for each renewable 
technology (MHP, Biogas and Wind). 
 
 
3-3. Guidelines are utilized by relevant ministries, 
governmental agencies and County/Sub-county offices. 
 
3-4. Seminar and training for technical transfer are 
conducted for C/Ps based on their Objective & 
Achievement sheets. 
 
3-5. At least 6 C/Ps achieve their objective through 
training. Achievements are confirmed by trainee’s 
self-assessment and evaluation by JEs. 
 
3-6. At least one pre-feasibility study document for future 
practical model for MHP, Biogas and Wind is prepared. 

3-1 

小水力: 3 人 
バイオガス: 2 人 
風力 2 人 
 
3-2 プログレスレポート 5 号においてマニュアル（ガ

イドライン）案が作成されたので 10 月以降に委員会

を立ち上げて会合をもつ計画。 
 
3-3 マニュアル完成後に REA 及び MoE&P 職員によ

り活用される予定 
 
3-4 小水力： 1 回、バイオガス: 1 回、風力 1 回 
 
 
 
3-5 11 月頃に Objective & Achievement test を実施す

る予定 
 
 
3-6 簡易プレ F/S の進捗、小水力（60%）、バイオガス 
（80%）、風力（70%）。すべての技術について 2014 年

11 月末頃までに完成する予定。 
出典：プロジェクト提供資料 

 
（１）成果３の達成状況 

現在行われているガイドライン作成、簡易プレ・フィージビリティ調査（F/S）結果の取

りまとめと発表等が計画どおりに実施されれば、成果３は一定程度達成できると見込まれ

る。当初計画されていた成果３に係るパイロット・プロジェクト活動は、1 年目終盤に中

止が決定したため、C/P の、研修等で学んだ知識を実践で活用する機会は少なくなった。

そうした状況の中で、残り協力期間で C/P の実践力を高めていくためには、現在実施され

ている成果３の活動に、C/P がより主体的に参加していくことが必要である。 
 

（２）達成状況の詳細 
プロジェクトは初年度の 8～9 カ月間、国際連合工業開発機関（United Nations Industrial 

Development Organization：UNIDO）が実施する「コミュニティ・パワー・センター（エネ

ルギー・キオスク）」との連携を検討・模索していた。しかし、UNIDO の活動がさまざま

な課題を抱えていることが明らかになり、REA、MoE&P、JICA、UNIDO 間での協議の結

果、成果３における UNIDO との連携は実施されないこととなった。 
最終的な決定は 2013 年 3 月に下され、成果３のパイロット・プロジェクト実施は行わ

ないこととなり、C/P への能力向上のための研修実施を成果３の主要な活動とすることで

合意した。この変更により、専門家から C/P へのより実践的な技術移転は困難になり、代

替策として、セミナー、調査・計画手法指導等の実施による集中的な技術移転と、フィー

ルドにおける簡易プレ F/S 実施指導等が行われることとなった。専門家は同時に、小水力、

バイオガス、風力の 3 技術分野のガイドラインの作成にも着手した。 
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表３－７の指標 3-1 で示されたように、小水力の 3 人、バイオガスの 2 人、風力の 2 人

の C/P は計画どおり研修を受講した。実際の C/P の能力向上実態については 11 月の

Objective & Achievement Test（指標 3-5）の結果を待たなくてはならないが、専門家や C/P
へのインタビューによると、C/P の理論的知識は向上したものの、現場での実践の機会が

ほとんどなかったために、実践力にはまだ不安を感じているとのことだった。また、C/P
が、セミナー・研修に割くことができた時間は、どの技術分野もプロジェクト期間を通じ

て半日から 1.5 日と短かった。今後、専門家が作成するガイドラインを C/P が将来の REA
の事業に有効に活用して行き、実践力を高めていくことが望まれる。 

指標 3-6 についてであるが、バイオガスを担当する 1 人の C/P が簡易プレ F/S の結果を

まとめたペーパー案を執筆したが、他の技術分野、つまり小水力と風力に関しては専門家

が中心となって執筆を行った。ペーパーは、今年 11 月に JKUAT で開催される第９回科学

技術工業化会議で、C/P が発表を行う予定である。 
 

３－２－４ 成果４の達成状況 
成果４は、「再生可能エネルギーによる地方電化モデルがケニア国内で普及するための政

策・制度に関する提言が行われる。」である。表３－８は、PDM バージョン 3.1 に記載された

成果４の指標とそれぞれの達成状況を示している。 
 

表３－８ 成果４の指標と指標の達成状況 

指 標 達成状況 
4-1. International workshop is held to share the results of 
the project (e.g. EAC conference). 
 
4-2. Technical transfer workshops for C/Ps are held 3 
times. 
 
 
 
4-3. Recommendations for C/P to implement the effective 
electrification by renewable energy are provided to be 
reflected on their rural electrification policy. 

4-1 2015 年 2 月に開催する予定 
 
 
4-2 合計 3 回 
太陽光:1 回（2013 年 9 月 27 日）、 
小水力、バイオガス：1 回（2013 年 10 月 25 日） 
風力：計 1 回（2013 年 10 月 25 日） 
 
4-3 最終報告書において最終化する予定 

出典：プロジェクト提供資料 

 
（１）成果４の達成状況 

国際ワークショップの開催、提言の実施等の計画されている活動が完遂されれば、成果

４は比較的高く達成できる見込みである。ただ、プロジェクトが今後提示する提言が、有

効かつ現実的に実行可能なものになるかどうかは、成果１～３の達成度に大きく左右され

る。専門家は現在、成果１～３の知見に基づき提言案を作成中であるが、今後、C/P 機関

との密な協議を重ね、真に役立つ提言を行っていくべきである。 
 

（２）達成状況の詳細 
成果４の達成度は指標 4-3 の提言実施に大きく左右される。この指標が達成されるかど

うかは、成果１～３が成功裡に実施されることが前提条件であり、その観点からいえば、
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成果４の進捗はまだ道半ばといえるだろう。 
フィールドでの経験の蓄積及び既存の政策の分析といった活動を経ながら、プロジェク

トは実践的な提言作成に向けて確実に前進を続けている。プロジェクトの、C/P 機関の再

生可能エネルギー政策に対する一番重要な貢献は、太陽光、小水力、バイオガス、風力の

4 つの技術分野における組織的枠組み（政策、規定、システム）、財務分析、技術分析、利

用者便益等、多方面からの包括的かつ細部まで行き届いた分析結果の提供であろう。 
C/P とのインタビューでは、プロジェクト以前は、REA は再生可能エネルギーを利用し

た電化を現場で実施する際、そうした多方面からの分析は行わずに行っていたとのことだ

った。現在は、C/P の意識が高まり、適正技術を考案すること、持続的な O&M 体制を整

えること、そして持続的な財務計画を立てることの重要性を認識するようになった。 
専門家は、成果１～３に係る活動で得られた知見を基に、提言案を作成しているところ

である。C/P 機関にとって有効で現実的、かつ実務に役立つ提言にするためには、専門家

チームと C/P との密な議論が必要であり、今後、実務レベル、ハイレベルの両方において

十分な協議を経たうえで提言を完成させる必要があるだろう。 
 
３－３ プロジェクト目標の達成度 

「未電化地域における再生可能エネルギー利用による地方電化モデルを構築する」が本プロジ

ェクトのプロジェクト目標である。表３－９は、PDM バージョン 3.1 に記載されたプロジェクト

目標の指標とそれぞれの達成状況を示している。 
 

表３－９ プロジェクト目標の指標と指標の達成状況 

指 標 達成状況 
1. The developed guidelines and manuals are applied to 
the projects implemented by the REA and MoE&P (C/P). 
 
 
 
2. The Outputs of the Project are incorporated into 
implementation of REA Annual Renewable Energy Work 
Programme (Performance Contract). 
 
 
3. Renewable energy facilities installed by the Project are 
operated and maintained properly with sustainable. 
 
 
 
4. Implementation structures of national/county 
governmental agencies and local stakeholders are 
established. 
 
5. Variety of expertise in renewable energy is increased 
among members of C/P (C/Ps). 

1. 2014/2015 年、2015/2016 年に REA が実施する太

陽光関連プロジェクトで、本プロジェクトで作成

するガイドライン及びマニュアルが採用される

見込み。 
 
2. 2015/2016年のREA Annual Renewable Energy Work 

Programme に、本プロジェクトで導入するモデル

がデモンストレーションプロジェクトとして活

用される予定。 
 
3. 2014 年 11 月頃にプラントの所有権が REA を通じ

て、MoEST 及び保健省に移管される予定。その

後で、REA と省庁間で維持管理について MOU を

締結する。 
 
4. REA と省庁間で署名される MOU で実施体制が明

確にされる。 
 
 
5. 小水力、バイオガス、風力の技術について、C/P

に対し技術移転が実施され、知識及び職務実施能

力が向上した。 
出典：プロジェクト提供資料 
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（１）プロジェクト目標の達成状況 
プロジェクト目標は現在、一定程度達成されている。未完の活動が成功裡に完了すれば、

プロジェクト終了時には達成度が比較的高まると予想される。C/P の全面的な参加を得て 4
つの成果を十分に達成させることが、プロジェクト目標の高い達成に欠かせない。 

 
（２）達成状況の詳細 

プロジェクト目標の指標は、C/P のガイドライン・マニュアルの活用、開発されたモデル

の採用、パイロット・プロジェクトで行われた太陽光発電システムの持続的な O&M、そし

て C/P のさまざまな再生可能エネルギーに関する専門知識の向上である。 
プロジェクト目標の達成度は、保健省（具体的にはカウンティ保健事務所）、MoEST との

太陽光発電システムの維持管理に係る MOU の締結と、MOU に従ったアクションが取られる

ことに大きく左右される。また、C/P 機関が、プロジェクトが作成したガイドラインやモデ

ルを実際に適用していく準備ができているかどうかも、プロジェクト目標の達成度に直接影

響を与える要素である。 
今後、プロジェクトは、残された活動を完遂し、ガイドライン、マニュアル、モデル、政

策提言が実践的で有効なものになるように努めていく必要がある。また REA、MoE&P、保

健省、MoEST、カウンティ政府との協議も密に行い、持続可能な O&M モデルを構築すると

ともに、C/P 機関がプロジェクトの効果を持続するための方向づけを行っていくべきである。 
 
３－４ 実施プロセスにおける特記事項 

プロジェクトの実施プロセスにおいて、以下に挙げる事項がプロジェクトに正負の影響をもた

らしている。 
 

３－４－１ 正の影響をもたらした要因 
特に効率性向上の観点から正の影響をもたらした要因は 1 つ挙げられる。 

 
（１）JKUAT 及び BRIGHT プロジェクトとの連携 

C/P や保健省カウンティ事務所の職員は、JKUAT 及び本プロジェクトと同時期に JKUAT
を C/P として実施されている JICA 技術協力プロジェクト「再生可能エネルギーによる地

方電化推進のための人材育成プロジェクト」（通称“BRIGHT プロジェクト”）が主催する

研修やセミナーに参加したり、発表を行ったりしている。こうした JKUAT や BRIGHT プ

ロジェクトとの連携は、プロジェクトの効率性を高めている。 
 

３－４－２ 負の影響をもたらした要因 
本プロジェクトは、プロジェクト実施の過程で、さまざまな負の影響を及ぼす課題に直面し

ている。図３－３の(1)～(8)に挙げた 8 つの要因は、プロジェクトの有効性と効率性に大きな

負の影響を与えているものとして特定されたものである。図３－３は、これら 8 つの要因  が、

プロジェクト期間中にどのタイミングで発生したのかを時系列で示したものである。 
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出典：終了時評価調査団 

図３－３ 時系列で示した 8 つの負の要因 

 
図に示した要因のうち、濃色の(1)、(2)、(4)、(7)は内部的要因といえるもので、REA、 

MoE&P、JICA といったプロジェクト実施者がある程度制御することが可能な要因であった。

問題発生前、あるいは発生後に適切な対応ができていれば、負の影響をある程度緩和すること

ができたと考えられる。 
一方、淡色の(3)、(5)、(6)、(8)については、外部要因として考えられるべき要素であり、

基本的に、プロジェクト実施者がこれらの要因を制御するのは困難だっただろう。実施者は、

こうした問題が発生する前に状況を察知し、危険回避の手段を講じるべきだったといえる。 
以下に、それぞれの要因についての詳細を記す。 

 
（１）C/P の業務多忙 

C/P はディーゼルによる発電業務等、プロジェクト以外の業務で多忙であり、専門家か

ら C/P に対する技術移転の障害となっている。特に成果１、２のパイロット対象地を訪問

したり、成果３の簡易プレ F/S を実施するために地方出張をすることが時間の制約上難し

く、特に成果１、２については専門家チームが単独で現場の活動を実施せざるを得ない状

況が数多く発生している。 
 

（２）プロジェクト事務所の距離 
プロジェクト事務所は REA や MoE&P から離れた場所にあり、専門家が C/P と緊密に意

思疎通を行うのが難しい状況である。専門家と C/P の物理的な距離は円滑なプロジェクト

活動実施に大きな障害となっている。 
 

（３）ケニアにおける急速な電力系統延伸 
REA は、ケニアの未電化地域に急速に電力系統の延伸を行っている。系統延伸の対象地

(1) C/P の業務多忙 

1 年次 2 年次 3 年次 

(2) プロジェクト事務所の距離 

(8) ケニア政府ラップトッ

プ・プログラムの開始 

(3)ケニアにおける急速な電力系統延伸 

(4) UNIDO との連携

準備（後に中止） (5) ケニアにおけるカウンティ制への移行 

(6) 太陽光発電システム設置業者の工事を巡るト

ラブル・不具合発生 

(7) Lot 2 への距離 

Lot 1 設置（実績） 
Lot 2 設置（計画） 

Lot 1 設置（計画） 

Lot 2 設置（実績） 
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は、その性質上、プロジェクトの太陽光発電対象候補地と重複しがちである。実際、Lot 2
選定の際には、選定した場所が系統延伸の対象地であることが後で明らかになるなどして、

何度も選定をやり直さなければならなかった。プロジェクトがパイロット対象地、特に Lot 
2 候補地を最終的に決めるまでには長い時間を要した。 

 
（４）UNIDO との連携準備（後に中止） 

プロジェクトは第１年次、成果３の小水力、バイオガス、風力を用いたパイロット活動

実施のため、およそ 9 カ月をかけて UNIDO との連携に向けて準備を行った。しかし、検

討の結果、UNIDO との連携は有効ではないという結論に達し、連携計画は中止となった。

プロジェクトは成果３のデザインを大幅に変更しなければならなくなり、また UNIDO と

の連携準備のために多くの時間を費やし効率性を低下させた12。 
 

（５）ケニアにおけるカウンティ制への移行 
近年、ケニアの地方分権化は本格化し、カウンティ制度へと急速に移行している。中央

政府とカウンティ政府の役割や権限は 2013 年半ば頃から大きく変化した。プロジェクト

は変化する環境の中、パイロット太陽光発電システムの O&M に関する検討を中央・地方

政府の両方で随時調整する必要が生じ（特に成果１のために）、関係者の役割の整理や協

議実施等に時間を要している。 
 

（６）太陽光発電システム設置業者の工事をめぐるトラブル・不具合発生 
ケニアの太陽光発電システム設置業者の電気工事技術は、予想以上に低いことが明らか

になった。パイロット対象地では、工事の際に不具合が繰り返し生じ、その都度、プロジ

ェクトが問題解決のために奔走しなければならない状況となった。専門家は、現場でのト

ラブル解決に時間を取られ、ナイロビで行うべき仕事になかなか手が回らないという課題

を抱えている。 
 

（７）Lot 2 への距離 
Lot 2 選定の際には、電力系統延伸の見込みが低い、ナイロビから遠く離れた地域を選ば

なければならなかった。パイロット活動の目的にかんがみると、こうした地域を選択する

ことは適切だったといえるが、当該地域は治安上の問題もあり、さらに移動に長時間を要

するため、プロジェクトの効率性が阻害された。専門家も C/P も、限られたプロジェクト

期間中に Lot 2 を頻繁に訪れるのは難しいため、成果１、２の現場での技術移転に支障を

来している。 
 

（８）ケニア政府ラップトップ・プログラムの開始 
ケニア政府によるラップトップ・プログラムに従事するために、2014 年 4 月頃から C/P

                                                        
12 ただし、準備期間中に収集した情報は、後に成果３のセミナー教材の中で活用することができた。また、小水力発電につい

ては、簡易プレ F/S の例として生かしているほか、風力発電やバイオガス発電については計画の一例としてガイドラインに

活用している。しかし、9 カ月の期間、プロジェクトの貴重な資源を後に中止となる計画のために使わなければならなかっ

たのはプロジェクトの効率性を阻害した。 
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の業務はこれまでに増して多忙となった。C/P がプロジェクト活動に充てられる時間は以

前よりも更に少なくなった。 
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第４章 評価結果 
 
４－１ ５項目ごとの評価13 

４－１－１ 妥当性 
＜要約＞ 

妥当性は比較的高い。プロジェクトはケニアの優先開発政策や日本の対ケニア ODA 政策に

合致しているほか、再生可能エネルギー、コミュニティ開発、運転・保守管理（O&M）、ビジ

ネス分析といった日本が得意とする技術分野の強みを生かし、対象グループ、特に未電化地域

の公共施設のニーズに適切に対応した活動を展開している。一方で、近年のケニアにおける急

速な電力系統の延伸に伴い、パイロット活動が行われている場所にも一部配電線延伸が行われ

る状況が生じている。エネルギー石油省/地方電化庁（REA/MoE&P）において、プロジェクト

開始時に戦略的かつシステマチックな地方電化計画が行われていれば、こうした混乱は避ける

ことができたであろう。 
 

（１）ケニア開発計画との整合性 
ケニア政府は、Vision 2030 の中で、2030 年までにすべての国民が電化の恩恵を受けるこ

とをめざしている。Vision 2030 はまた、エネルギー供給を増やすために、再生可能エネル

ギーの開発を行うことも明言している。「地方電化マスタープラン（REMP）2008～2018
年」では、2020 年までに地方住民の 40%を電化することをうたい、太陽光、風力、水力、

バイオガスといったエネルギーに適する場所において再生可能エネルギーによる電化を

行うとしている。 
2013 年に起草された国家エネルギー政策では、エネルギー安全保障、気候変動対策、収

入向上、雇用創出といった観点から再生可能エネルギーの重要性が認識された。同政策で

は、ケニアは、風力、太陽光、バイオマス発電の高い潜在力をもつことも確認されている。 
プロジェクトは、再生可能エネルギーを用いた地方電化モデルの構築を進めており、こ

うしたケニア政府の政策的優先方針と合致した取り組みであるといえる。 
 

（２）日本の援助政策との整合性 
対ケニア共和国国別援助方針（2012 年）において、日本はケニアの電化に貢献すること

をめざしている。特に、エネルギーの安定供給は、ケニアの経済成長に欠かせない要素で

あるとの認識に立ち、「対ケニア共和国事業展開計画」（2012 年）では、本プロジェクトを

「発電・送電能力向上プログラム」の一環として位置づけ、年々増大するケニアの電力需

要に対応するための協力を展開している。 
このような政策的文脈から判断して、プロジェクトは、日本のケニアに対する援助政策

と強い整合性を保持しているといえる。 
 

（３）対象グループのニーズへの合致 
プロジェクトの対象グループは、エネルギー石油省（MoE&P）、地方電化庁（REA）、教

                                                        
13 ５項目評価の判定は、「高」「中」「低」の 3 段階で示した。 
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育科学技術省（MoEST）、保健省（MoH）、パイロット活動地のカウンティ/サブカウンテ

ィ教育事務所・保健事務所、そして小学校や診療所の職員など、多岐にわたっている。 
プロジェクトはこれら対象グループのなかでも、特に MoE&P/REA 職員の再生可能エネ

ルギーを利用した地方電化モデルの構築に関する能力向上をめざしている。カウンターパ

ート（C/P）機関も、パイロット対象地の関係者も、地方電化を可能にする太陽光発電シ

ステムの設置・運用が適切に行えるようになることを望んでおり、プロジェクトはニーズ

に対応した活動を行っているといえる。MoE&P/REA 職員に関しては更に、小水力、バイ

オガス、風力発電についてもスキルと知識を向上させる必要があった。 
他方、ケニアでは近年急速に配電線延伸が進んでおり、Lot 1 としていったんは選定され

たカジアド・カウンティの Meto 診療所も、そうした延伸の対象地となった場所のひとつ

であった。同じく Lot 1 のナロック・カウンティの Olkinyei 診療所と Iltumtum 小学校につ

いても、既に太陽光発電設備が設置されたものの、間もなく系統延伸が行われる予定であ

る。REA/MoE&P において、戦略的かつシステマチックな地方電化計画が行われていれば、

こうした状況は避けることができたであろう。 
以上のことから、プロジェクトは対象グループのニーズに合致した活動を行っていると

いえるものの、パイロット活動実施地の一部に関してはサイト選択に関する妥当性が低下

している状況である。 
 

（４）日本の技術・スキルの優位性 
プロジェクト専門家チームは、再生可能エネルギーの専門家のほか、コミュニティ参加、

O&M、社会環境配慮、ビジネス分析といった社会経済分野の専門知識をもつ人材で構成さ

れている。これは、地方において持続的な施設の設置と運営に必要な包括的な知識と技術

を C/P に移転するために必要な陣容である。よって、日本のもつ技術・知識の優位性を生

かした協力であるといえる。 
 

（５）実施アプローチの適切性 
プロジェクトは、サービスデリバリー型ではなく、技術移転を中心としたキャパシティ

デベロップメント型の協力を行っている。キャパシティデベロップメント型支援とは、C/P
と日常的に活動を共にし、特定分野の能力、この場合は再生可能エネルギー分野での能力

向上をめざすものである。他方、サービスデリバリー型支援とは、施設、政策文書、運用

マニュアルといった目に見える成果物を提供することに重きが置かれ、時として C/P の関

与は希薄になりがちである。プロジェクト開始時に C/P 機関が抱えていた課題は、汎用性

のあるモデルの構築に必要なノウハウとスキルを身に付けることであった。この観点から、

パイロット活動を通じて、専門家が C/P とナレッジを共有・交換して行くという本プロジ

ェクトの実施方法は、キャパシティデベロップメント型支援アプローチとして適切だった

といえる。 
 

４－１－２ 有効性 
＜要約＞ 

有効性は現在のところ、中程度である。プロジェクト目標は終了時までには比較的高いレベ
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ルで達成されることが見込まれるものの、成果１から４すべてにおいて、不確実性が残されて

いる。現在実施中の活動が円滑に、かつ成功裡に進み、関係機関が本報告書で提示する提言に

のっとってアクションを取るのであれば、終了時には有効性は高まるだろう。 
 

（１）プロジェクト目標の達成見込み 
プロジェクト目標は、「未電化地域における再生可能エネルギー利用による地方電化モ

デルを構築する。」である。プロジェクト活動の進捗状況と 4 つの成果の達成状況にかん

がみると、現在はプロジェクト目標達成半ばという状況である。これまでプロジェクトが

達成した一番の貢献は、C/P 機関に対して、①再生可能エネルギー技術が適用される状況

に合わせて最適な設計を行うこと、②財政面での実現可能性を検討すること、そして③実

用的かつ機能的な O&M のための組織体制整備を行うこと、の 3 点の重要性を認識させる

ことができたことであろう。また、専門家の支援により、REA が社会環境配慮に必要な手

続きを行えるようになったことも、プロジェクトの貢献として挙げられる。プロジェクト

は更に、小水力、バイオガス、風力に関しても C/P の知識を向上させることができた。 
しかし、残りのプロジェクト期間で取り組むべき課題も多い。成果１、２（太陽光発電

モデルの開発）に関しては、モデルを今後完成させ、特に O&M に関して保健省、カウン

ティ保健事務所、MoEST 等の関係機関との調整を行う必要がある。しかしプロジェクト終

了時までに実務面及び財務面を含めた O&M 体制を明確化するのは困難であると推測され

ることから、構築モデルにおける O&M 体制を参考に C/P がプロジェクト終了後に必要な

体制を整えていくこととなる。成果３については、C/P がこれまでセミナーや簡易プレ・

フィージビリティ調査（F/S）等で習得した知識を整理し、文書化していく必要があるほか、

今後開催されるマニュアル開発委員会において、ガイドラインを最終化させる必要がある。

成果４は、すべての成果の集大成というべきものであり、プロジェクトチームと C/P との

間で建設的な意見交換を経て、政策提言を実施していく必要がある。成果４が十分達成で

きれば、プロジェクト目標達成見込みも大いに高まるだろう。 
 

（２）プロジェクトマネジメントシステム 
中間レビュー調査では、専門家と C/P との間でのコミュニケーション不足がプロジェク

トの阻害要因として指摘された。しかし、その後、REA のプロジェクトマネジャーを中心

として月例ミーティングが開かれるようになり、プロジェクトの進捗確認やモニタリング

が実施されたことにより、指摘された課題を解決することができた。中間レビュー調査以

降は、コミュニケーション不足の問題は適切に対処されたといってよいだろう。 
ただし、［３－４－２ 負の影響をもたらした要因］でも述べてきたように、C/P が他業

務で多忙なこと、プロジェクト事務所が REA/MoE&P から遠い場所にあることなどの阻害

要因があるため、専門家と C/P 間の密なコミュニケーション、特に対面のコミュニケーシ

ョンの取りにくさは、プロジェクト期間を通じて大きな課題であった。 
 

（３）プロジェクト目標達成の貢献・阻害要因 
プロジェクト目標達成の貢献・阻害要因のうち主なものは、既に［３－４－１ 正の影

響をもたらした要因］、［３－４－２ 負の影響をもたらした要因］で述べてきた。ジョモ
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ケニヤッタ農工大学（JKUAT）や BRIGHT プロジェクトとの連携という 1 つの要素が貢献

要因として挙げられる一方で、阻害要因の数は 8 つにも上る。これらすべてがプロジェク

トにとって障害となっているが、そのなかでも特に、専門家が実践的な情報共有やノウハ

ウの伝授を行うという活動が、C/P が多忙なため思うように進まないという状況が一番の

課題であろう。マニュアル、ガイドライン、モデル構築、科学論文といった目に見える成

果物は計画どおり産出されているものの、これらに対する C/P の貢献度は高いとはいえな 

い。これは、別の言い方をすると、成果１、２、３の技術移転が十分ではないことを意味

する。 
 

４－１－３ 効率性 
＜要約＞ 

効率性は中程度。日本とケニア両方からの投入は基本的に計画どおり実施されたものの、C/P
が他業務で多忙なため、特に中間レビュー以前はプロジェクト活動になかなか従事できず、専

門家から C/P への技術移転が十分にできなかった。1 年目に産業施設におけるパイロット活動

実施計画が中止となったため、プロジェクトの枠組みを再構築するのに時間を要した。系統延

伸との重複を避けるためのパイロット地選定のやり直し、太陽光発電設備のシステム不具合発

生、遠隔地における Lot 2 活動の実施等の要因により、さまざまな主要な活動に遅れが生じた。

さらに、2013 年半ばからのカウンティ制への移行により、太陽光発電設備 O&M に関する関係

機関とその役割・権限の特定に時間を要した。他方、JKUAT と BRIGHT プロジェクトとの連携

はプロジェクトの効率性向上に一定程度寄与している。 
 

（１）日本側からの投入 
C/P とのインタビューによると、プロジェクト専門家の専門分野は、C/P の能力向上ニ

ーズに合致したもので、期待された成果の産出に貢献しているとのことだった。専門家チ

ームは、システム設計だけでなく、財務、環境、参加型開発といった分野において十分な

専門知識やスキルをもっていると先方から認知されている。国外の C/P 研修については、

特にインドとタイで実施された第三国研修が、ケニアの社会経済状況や技術レベルに近い

環境で具体的な再生可能エネルギー技術の実例を学ぶことができたことから、効果が高か

った。 
 

（２）ケニア側からの投入 
ケニア側からの投入のうち、プロジェクト事務所が C/P 機関から離れていることが効率

性阻害要因になっている。技術移転対象の C/P は、それぞれの技術分野についておおむね

適切な人数が配置されているが、皆、業務多忙であり、プロジェクト活動への従事時間が

確保できていない。C/P と共に活動を実施することが困難な場合も多く、専門家が単独で

業務に携わっているケースが頻繁に見受けられる。 
 

（３）効率性の促進要因 
［３－４－１ 正の影響をもたらした要因］で述べたように、JKUAT や BRIGHT プロジ

ェクトとの連携が効率性の促進要因として挙げられる。今年 11 月には、JKUAT が主催す
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る第９回科学技術工業化会議で、C/P の数名が発表を行うことになっている。 
また、プロジェクトは、BRIGHT プロジェクト関係者に対し、パイロット地のひとつで

あるナロック・カウンティの Iltumtum 小学校（Lot 1）を研修会場として提供し、2 つのプ

ロジェクト間の情報交換を実施した。 
 

（４）効率性の阻害要因 
［３－４－２ 負の影響をもたらした要因］で既に記述したように、それぞれの阻害要

因が各活動の実施に影響を及ぼしているほか、8 つの要因が相まって、プロジェクト全体

の成果産出を阻害している。 
 

４－１－４ インパクト 
＜要約＞ 

インパクトは中程度。上位目標の達成度は、プロジェクト目標達成度に大きく依存する。ま

た、プロジェクトが今後最終化するモデルが、いかに実践的で汎用性のあるものになるかによ

っても上位目標の達成度は左右される。現在のところ、プロジェクト目標の達成度には不確実

性があり、よって上位目標の達成度も不確実な部分が多い。プロジェクトの正のインパクトは、

①再生可能エネルギー技術の関係者が O&M コストに関して意識を高めたこと、②今後実施さ

れる設備設置に関して設備の利用者・所有者と O&M に関する協議を行う可能性が高まったこ

と、の 2 点である。また、パイロット活動実施地では、地域住民の生活の向上が確認できてい

る。例えば、女子児童や女性スタッフは夕方・夜間照明があるため、以前よりも安心して行動

できるようになった。夜間の出産や予防接種が容易になったりするなど、特に女性や子供に対

してより良い保健サービスが提供されるようになった。一方で、ラップトップ・プログラムに

おいては、プロジェクトが推奨する設計に関する仕様を時間の制約上、採用してもらうことが

できなかった。もし採用されたならば、ケニア全国約 3,000 の小学校に顕著なインパクトを与

えることができたであろう。 
 

（１）上位目標の達成見込み 
プロジェクトの上位目標は、「ケニア国民の生活の質を向上させるため、再生可能エネ

ルギーを利用した地方電化モデルが国内に普及する」である。上位目標の達成度を測定す

るための指標として、「(1) Number of public facilities who apply and follow the model has 
increased all over the non-electrified areas in Kenya」、「(2) Dissemination structure of national and 
county governmental agencies is established」の 2 つが設定されている。 

まず、(1)の指標の達成見込みについてであるが、プロジェクトが今後実用的なモデル

を REA に提示することができれば、ケニア国内において、モデルを活用した公共施設の電

化が進む可能性があるだろう。実際、専門家チームと REA との間では、2015/2016 年の REA
による太陽光発電システム設置業務において、モデルを適用するべく議論を開始させてい

る。特に、充電ステーションの設置といった設計面でモデルを採用することが、モデル適

用の第一歩として有望とみられている。 
(2)の指標については、現在、太陽光発電施設の O&M に関する覚書（MOU）を準備し、

C/P 機関、保健省、MoEST、カウンティ政府等に提示し、意見を聴取している状況である。
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これらの機関が MOU に合意し、組織として O&M に取り組むことが決まれば、構築され

たモデルの普及の体制が一気に整うといってよいだろう。 
以上のことから、プロジェクト期間中にプロジェクト目標が十分達成され、C/P 機関や

その他関連機関がモデル普及に努めることになれば、上位目標についても達成される可能

性が高まる。 
 

（２）期待されたインパクト 
パイロット活動地での太陽光発電設備の設置は、対象施設利用者の利便性向上に寄与し

ている。例えば、小学校では、早朝や夜間に補習授業を行うことができるようになったほ

か、女子児童や女性職員は夕方・夜間照明があるため、安全性が高まり、以前よりも安心

して行動できるようになった。診療所では特に夜間多く発生する女性の分娩を容易に介助

できるようになった。診療所にワクチンを保存する冷蔵庫が設置されたため、母親は地元

の診療所でいつでも子どもに予防接種を受けさせることができるようになった。プロジェ

クトは、特に女性と子どもに正のインパクトを与えているといえる。さらに、施設の近隣

住民は、充電ステーションで携帯電話等の充電サービスを受けることができるようになり、

利便性が向上した。 
一方で、期待されていたものの、「実現に至らなかったインパクト」についても説明し

ておく必要がある。［３－２－２ 成果２の達成状況］で説明したが、Lot 1、Lot 2 両方で

太陽光発電設備の設置に遅延が発生した。特に、Lot 2 で計画よりも 11 カ月遅れてサイト

が決定したことが、ケニア全土の小学校に正のインパクトを与える機会を逸してしまう状

況を招いた。プロジェクトチームは 2013 年 9 月頃、ようやく決定した Lot 2 のサイトで、

早急に太陽光発電システムを設置しなければならなかったことから、多忙を極めていた。

一方で、ちょうど同時期、REA はラップトップ・プログラムのための太陽光発電システム

の詳細仕様を決めるために奔走していた。REA は専門家に最適なシステム設計を支援して

ほしいと依頼したものの、専門家は Lot 2 の業務に忙しく、依頼に応えることはできなか

った。例えば、専門家は後に、REA が採用した 12V という仕様は、ラップトップ・プログ

ラムで想定される電力使用を考えると適切なものではなく、48V が適切であったと考えた

が、REA に提言を行った時には既に業者への発注が終了していたため、仕様を変更するこ

とは不可能であった14。専門家は、もし Lot 2 業務が半年早ければ、あるいはラップトップ・

プログラムの仕様決定時期が半年遅ければ、専門家の意見を REA に反映させることが可能

であっただろうと考えている。つまり、Lot 2 の 11 カ月の遅れが、全国約 3,000 の小学校

にプロジェクトの推奨する設計モデルを適用する重要な機会を奪ってしまったのだとい

える。 
図４－１は、プロジェクトの Lot 1、Lot 2、そしてラップトップ・プログラムの業務の

繁忙期を表したものである。網掛け円形部分は、プロジェクトが Lot 2 業務で忙しく、REA
がラップトップ・プログラムの仕様を決定する際に、プロジェクトとして支援ができなか

った 2013 年 9 月頃のタイミングを示している。 

                                                        
14 REA は 1 つの業者に対して、48V の採用を実現させ、2 つの小学校だけは 48V の太陽光発電システムが導入されることにな

った。 
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出典：終了時調査団 

図４－１ パイロット活動とラップトップ・プログラムの実施タイミング 

 
（３）予期しなかった正負のインパクト 

予期しなかった負のインパクトは特に確認されなかった。 
予期しなかった正のインパクトとしては、太陽光発電設置施設のいくつかが、充電ステ

ーションを利用して、バリカンを使った散髪サービスを始めたことなどである。最近では、

女性向けのヘアサロンを開設するアイデアも出ており、そうしたアイデアが実現すれば、

地域住民の利便性が更に向上するほか、充電ステーションが女性にとっての社交場的な空

間となり、女性間の連帯強化につながっていくことが期待される。 
 

（４）上位目標達成のための外部条件 
上位目標達成のための外部条件として PDM バージョン 3.1 で挙げられているのは、「(1) 

REA Annual Renewable Energy Work Programme (Performance Contract) are prepared and 
implemented」、「(2) Involvement of relevant national and county government is maintained」の 2
点である。 

(1)の外部条件は、プロジェクトで構築されたモデルが、REA の部の年間パフォーマン

スコントラクトに組み入れられ、今後、REA が行う太陽光発電システム設置業務にモデル

が適用されることを組織的に約束するものである。この件については、プロジェクトは現

在 REA と協議中であるが、提示するモデルのなかでも特に充電ステーションの採用につい

ては、来年度は難しくても、その後の REA のパフォーマンスコントラクトへの反映の可能

性があるとの手応えを得ている。しかし、充電ステーションはあくまでもプロジェクトが

構築するモデルのごく一部分にすぎないため、モデルの他の要素についても広く REA に採

用してもらうよう今後更なる働きかけが必要である。 
(2)の外部条件については、太陽光発電モデルの持続性に直接関わるものである。現在、

プロジェクトと REA が旗振り役となり、保健省、MoEST、そしてこれらの省のカウンテ

ィ事務所と太陽光発電 O&M に関して議論を始めたところである。この件については、 

［４－１－５ 持続性］で述べる。 
 

４－１－５ 持続性 
＜要約＞ 

持続性は中程度。REA は国家電化再生エネルギー庁（National Electrification and Renewable 

システム設計に係る議論の長期化

による 3～4 カ月の遅延発生 

系統延伸との重複回避のためのサイ

ト再選定による 11 カ月の遅延発生 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
終
了 

2013 年 9 月頃 

Lot 1 

Lot 2 

ケニア政府によるラップ
トップ・プログラム 

仕様の決定

設置開始

サイト選定

設置
モニタリング

サイト選定

設置 モニタリング



－35－ 

Energy Authority：NERA）へ組織改編されることが計画されているため、今後の政策的、組織

的持続性は判断し難い状況である。ただ、今後提示されるプロジェクトからの提言が再生可能

エネルギー関連政策に反映されれば、政策的持続性は高まるだろう。太陽光発電システムの

O&M に関する役割や責任については、中央・地方政府等の関係組織間で今後明確化させ、組

織的持続性を高めていく必要がある。太陽光、小水力、バイオガス、風力の 4 つのすべての技

術分野について、C/P の実践スキルは理論的な知識に比べて十分でないため、技術的持続性に

ついては課題が多い。財務面での持続性については、特に太陽光発電システムの O&M に関し

て、今後、プロジェクトが提案するモデルを普及して行くための政府予算を獲得していくとい

った努力が求められる。 
 

（１）政策・組織体制面の持続性 
「地方電化マスタープラン（REMP）2008～2018 年」、及び国家エネルギー政策（草案）

でうたわれているように、REA や MoE&P は、今後も再生可能エネルギー政策を実施して

いく計画である。今後提示されるプロジェクトからの提言がこうした再生可能エネルギー

関連政策に反映されれば、政策的持続性は高まるだろう。 
国家エネルギー政策では、REA は NERA へ組織改編され、再生可能エネルギー開発の主

管庁になると示されている15。NERA が設立された際には、NERA が中央・カウンティ政

府と調整しながら地方電化や再生可能エネルギー施策を実施する責任をもつことになる。

そのため、プロジェクトの成果は、NREA に引き継がれることになるはずだが、REA から

NERA への組織移行については、基本的に大きな変化は生じないと見込まれているものの、

具体的な絵姿はまだ見えてきていない。 
プロジェクトは今後、REA、MoE&P、保健省、MoEST、カウンティ政府の協力を得て太

陽光発電モデルの O&M への取り組みを進めていく予定である。ハイレベルの協議を経て

合意形成し、MOU の締結が実現するといった一連の調整作業が円滑に進めば、組織的持

続性は高まるであろう。 
 

（２）技術面での持続性 
成果１、２、３の達成状況を説明した際にも記載したように、バイオガスの技術移転を

受けた 1 人の C/P を除くその他の C/P は、専門家からの技術移転を受ける時間を十分確保

することができなかった。C/P は理論的な知識を向上させることができたものの、現場で

の活動参加が限られていたことから、実践力の向上は限定的である。プロジェクトは現在

現場で活用可能なガイドラインを作成中であるので、REA 及び MoE&P はプロジェクトの

残り期間中及びプロジェクト終了後にガイドラインを活用した実践力の向上に努めるべ

きである。 
中央・地方両方の技術的持続性を高めためには、REA は今後も JKUAT、その他関連機

関と協力して研修や会議に継続的に参加するとよいだろう。保健省・MoEST のカウンティ

の関係者についても、太陽光発電に関する研修に継続して参加し、施設の太陽光発電シス

テムの日常的な運用管理が滞りなく行えるようにするべきである。 

                                                        
15 ただし、NERA の業務範囲には、地熱発電や大規模水力発電は含まれない。 
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（３）財務面での持続性 
財務面での持続性は 2 つのレベルで見ていく必要がある。ひとつは中央レベルであり、

MoE&P 及び REA が、プロジェクト終了後にプロジェクト効果をどのように財政的に維持

していけるかという視点である。もうひとつは、開発されたモデルに従い、太陽光発電シ

ステムがいかに現場で財務的に健全な状況で運用されていくかという視点である。 
中央レベルの財政的持続性についてであるが、MoE&P/REA は、再生可能エネルギーを

用いた地方電化については、さまざまな資金源を得ながら実施している。太陽光発電につ

いては、REA は世界銀行、スペイン、フランス開発局（French Agency for Development：
AFD）といった国際ドナーからの無償・有償資金協力に大きく依存している。そのため、

プロジェクトで開発した太陽光発電モデルの普及に関しても、将来の他ドナーによるプロ

ジェクト実施状況に左右されるといってよいだろう。今後のモデル普及に関しては、プロ

ジェクト終了前に国際ワークショップを開催し近隣国関係者に構築モデルの紹介をする

とともに、プロジェクト終了後は REA の活動計画にもモデルを活用した事業の実施を盛り

込むよう調整を進めている。ただし、モデルの普及・活用そのものには、その性質上、追

加的な財政資源はさほど必要としない。今後の REA の事業において、モデルを活用してい

くことは財政的にはさほど困難ではないといえるものの、計画、住民の啓発、監理、モニ

タリングといった活動をモデルが示すようにきちんと行っていくためには、追加的な人的

資源が必要となるため、そうした面での努力が必要になってくるだろう。 
財務面での持続性に関する課題は、むしろ、中央よりも地方にあると考えられる。パイ

ロット活動実施により、REA がこれまで考えてきた以上に太陽光発電には O&M コストが

必要であることが明らかになった。プロジェクトは現在「誰が O&M コストを負担すべき

か」という点について中央・地方の関係者と協議を続けているところだが、保健省、MoEST、
カウンティ政府といった関係者がこの点に関して強く関与することが、O&M の適切な実

施に不可欠であろう。さらに、財務省（国庫）についても、O&M 予算が必要なことを理

解し、保健省や MoEST に対して十分な予算を割り当てていく必要がある。このように、

関連機関すべてが財政的に O&M にコミットし、プロジェクトが実施した 10 カ所の太陽光

発電システムだけではなく、今後 REA が設置するすべての太陽光発電システムの O&M が

適切に行われるならば、プロジェクトが開発したモデルは高い財政的持続性をもつことに

なるだろう。 
 
４－２ 結 論 

現在のところ、プロジェクト目標の達成度は中程度であるが、未完の活動が遅滞なく効果的に

実施され、また本報告書の提言にのっとったアクションが取られれば、プロジェクト終了時の達

成度は高まる見込み。 
プロジェクトは、種々の効率性の低下という課題を抱えながら活動を続けてきた。今後、O&M

体制について、関係機関の理解を促進し、了解を取り付けるとともに、モデルの定着を確実なも

のにするよう、実効性の高い提言を提示し、C/P 機関からの承認を得る必要がある。こうした課

題が解決されれば、プロジェクト目標の達成見込みは向上するだろう。 
プロジェクトは、上で指摘した残された活動を残り期間で確実に実施するとともに、本報告書

で示す提言に従ってアクションを取ること。プロジェクトは、予定どおり 2015 年 2 月末をもって
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終了するのが妥当である。 
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第５章 提言と教訓 
 
５－１ 提 言 

５－１－１ プロジェクトに対する提言（プロジェクト残り期間で取り組むべきこと） 
（１）運転・保守管理（O&M）モデルの確立による持続性の担保 

保健省、教育科学技術省（MoEST）、カウンティ政府等と協力して、太陽光発電設備の

O&M に関する協議を継続し、体制・仕組みの整備をめざすこと。O&M モデルへの組織的・

財政的コミットメントを得るために、協議の際にはハイレベルの対話を行い、覚書（MOU）

の締結をめざすべきである。 
MoEST における O&M 体制については、例えば、中央政府と学校をリンクさせる強いフ

ァシリテーション機能をカウンティの教育事務所にもたせ、学校が太陽光発電システムの

営繕に費用が必要となった場合に、即座に中央の MoEST につないでいけるような体制の

導入を提言するのも一案だろう。 
また、充電サービスを行う施設では、充電ビジネスから得た現金の取り扱いや管理に関

して一部、着服等のリスクが関係者より指摘されていることから、どのような管理方法が

望ましいかについても議論をする必要があるだろう。 
なお、O&M モデルはカウンターパート（C/P）機関の正式な承認を得るとともに、モデ

ルの改善を継続的に行っていく責任部署を明確化させること。 
 

（２）モデルの適用可能性に関する定量分析の実施と C/P への情報提供 
将来想定されるモデルの適用範囲、概略数量、そして将来必要となる O&M コストを試

算し、REA/MoE&P に提供することを推奨する。また、このためには充電ステーションを

設置するサイトの選定条件を明示することが必要になるため、パイロット活動で得られた

知見を踏まえ、適切な条件設定を行うこと。 
 

（３）実現性の高い提言の策定 
成果４を達成するため、構築されたモデルに基づいて C/P に対して提言を行う際には、

関連機関と十分な議論を実施し、実現性の高い提言を行うこと。そして、C/P 及び関連機

関が提言に従ったアクションを取ることができるよう、十分な理解と支援を働きかけるこ

と。今後、REA がモデルを採用した業務を行っていくことが重要である。そのため、業務

完了報告書においてモデルの有用性が確認されたら、プロジェクト終了前に、REA の「年

間再生エネルギー業務計画（パフォーマンス・コントラクト）」にモデルを適用する旨の

記載を促すとともに、地方電化マスタープラン（REMP）改定時にもモデルを反映させる

よう働きかけること。 
 

（４）C/P の十分な参加を得た技術移転の実施 
技術移転が不十分な個所を補うため、残り期間で専門家から C/P への知識・技術の移転

を重点的に実施することが必要である。4 つの技術分野すべてにおいて技術移転を推進す

るためには、C/P の積極的な参加が不可欠である。例えば、来年 2 月に開催が予定されて

いる国際ワークショップの準備や発表は、C/P が中心となって行っていくこと。 
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（５）指標達成状況、課題、提言の記録 
評価時点では、重要なプロジェクト目標・成果指標のいくつかが未達成で、今後数カ月

で達成できる見込みのものが多かった。事業完了報告書作成時（2015 年 2 月）には、すべ

ての指標の達成状況を明確に記載し、プロジェクトの最終的な目標・成果達成度を明示す

ること。加えて、残された課題に関して、C/P 機関・関連機関と十分に協議したうえで、

持続性向上のための提言を行い、事業完了報告書にも同内容を記載すること。 
 

５－１－２ C/P 機関に対する提言（中長期的に取り組むべきこと） 
（１）継続的なモデルの活用と改善 

C/P 機関は、プロジェクトが提示したモデルの有効活用とモデルの継続的な改善を行う

こと。また、関連省庁との調整を担当する責任者の任命を行うなど、モデルの維持発展の

ための体制を整備する必要がある。 
 

（２）継続的なガイドラインの活用と改定 
小水力、バイオガス、風力技術に関しては、１年次にパイロット活動が中止になり、C/P

は計画、分析、設計、設置、モニタリングといった一連のサイクルを現場で実施する機会

を失った。プロジェクトは代わりに C/P に対して集中的な研修を実施し、さらに将来的に

役立つガイドラインを作成しているところである。C/P は研修受講経験を生かし、今後、

小水力、バイオガス、風力技術の現場でこれまで習得した知識を活用して行くべきである。

そのためには、太陽光発電を含めたガイドラインの利用及び継続的な改定を行っていく必

要がある。REA は、ガイドライン改定やアップデートを担当すること。 
 

（３）REMP のデータベースの改善 
サイト選定の重複等を避けるため、REMP に関するデータベースを地理情報システム

（GIS）を活用して整備をし、ドナーを含む関連機関に提供すること。GIS を活用したデー

タベースが実現すれば、将来の開発計画に係るサイト選定が容易になるだろう。 
 

（４）ジョモケニヤッタ農工大学（JKUAT）とのナレッジ共有と人的交流 
REA 及び MoE&P の、JKUAT とのナレッジ共有や人的交流は有益であることが明らかに

なった。再生可能エネルギー技術について、JKUAT と継続した交流を行うこと。プロジェ

クトが作成したガイドライン等の各種文書についても、JKUAT と共有し、JKUAT の研修

教材として活用してもらうなどの連携が有効である。また、JKUAT で行われている太陽光

発電に関する研修には、保健省、MoEST、カウンティ政府の関係者等を継続的に参加させ

るようにすること。 
 

（５）設置工事に関する基礎技術の向上 
パイロット・サイトでの太陽光発電設備設置に際し、業者による屋内配線、スイッチ、

ブレーカー設置といった基礎的な電気工事技術が低いことが明らかになった。そのため、

担当の専門家は、工事の不具合を修正する業務に追われることとなった。専門家が不在で

工事が行われた場合、設置後にさまざまな不具合やトラブルが発生する可能性が高い。基
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礎的な設置工事の質を高めるためには、REA は入札図書作成の際などに適正な詳細設計を

実施し、それに従って業者を監督・検査することが重要である。 
 
５－２ 教 訓 

本プロジェクトから得られた教訓は以下のとおり。 
 
（１）急速に変化する状況への対応 

プロジェクトでは成果の達成に遅れがみられるが、こうした遅延の多くが［３－４－２ 

負の影響をもたらした要因］で記載した理由に拠るところが大きい。内部要因・外部要因を

合わせて 8 つの要因が、プロジェクト期間を通してプロジェクトに負の影響を与えている。

プロジェクト実施者は、こうした問題に対し、プロジェクト開始前及び開始後に適切な対応

策を講じ、負の影響を最小に抑えるべきだった。内部要因への具体的な対応として、プロジ

ェクト実施中は C/P との共同活動時間の確保が極めて重要であり、移動時間のロスをなくす

ためにもプロジェクト事務所を C/P と同じ施設内に設置したり、C/P がプロジェクトに充当

可能な時間/週を事前に確認するなど、プロジェクト開始前に最低条件を設けておくべきであ

った。他方、外部要因に対しては、プロジェクト開始後に始まったカウンティ制への移行や

ラップトップ・プログラムにおいて C/P への頻繁な聞き取りや情報収集を徹底することで、

ラップトップ・プログラムへ本プロジェクトのモデルを適応させるなどの対応ができたであ

ろう。また、場合によっては、活動範囲の変更や専門家派遣方法の変更を含む、思い切った

プロジェクトデザインや手法の変更を考えるべきであろう。 
 
 
 



 
 
 
 
 
 

付 属 資 料 

１．主要面談者リスト 
 

２．署名済み M/M 
 
 



＜プロジェクト専門家＞ 
 出井努専門家（総括/風力発電） 
 鮫島義明専門家（副総括／地方電化／小水力） 
 ディパック・ビスタ専門家（太陽光発電／パイロット機材調達支援・施工監理） 
 北内陽子専門家（コミュニティ開発／地域社会モニタリング） 
 中川由香専門家（バイオマス・バイオガス発電） 
 五十嵐堅治専門家（環境社会配慮） 
 若林英人専門家（財務管理計画）（質問票調査） 
 下向賢専門家（業務調整／パイロット機材調達支援・施工管理補助） 
 
＜BRIGHT プロジェクト専門家＞ 
 大竹祐二専門家（チーフアドバイザー） 
 
＜MoE&P＞ 
 Eng. Isaac N. Kiva, Senior Principal Superintending Engineer (Renewable Energy), MOE&P 
 Mr. Samson Kasanga, Assistant Director, Renewable Energy, MoE&P 
 
＜REA> 
 Mr. N’gang’a Munyu, Acting Chief Executive Officer, REA 
 Eng.Ephantus Kamweru (Project Manager), Chief Manager, Renewable Energy Department, REA 
 Mr. James Muriithi, Senior Engineer, Renewable Energy Department, REA 
 Ms. Judith Kimeu, Assistant Engineer, Renewable Energy Department, REA (MHP) 
 Mr. Hannington Gochi, Senior Technician, Renewable Energy Department, REA (PV, Wind) 
 Mr. Anthony Wanjara, Technician, Renewable Energy Department, REA (MHP) 
 Ms. Lucy Muricho, Senior Communications Officer, Communications Department, REA (Community 

Development) 
 Ms. Caroline Kelly, Assistant Officer, Renewable Energy Department, REA (Biogas) 
 Ms. Caroline Wambu, Assistant, Corporate Planning Department, REA (Finance) 
 
＜保健省＞ 
 Dr. Kepha M. Ombacho (PhD, MBS), Director, Public Health, Ministry of Health 
 
＜教育科学技術省＞ 
 Mr. John K. Temba, Head of ICT for Education, Ministry of Education, Science and Technology 
 
＜ナロック・カウンティ保健事務所＞ 
 Dr. Peter Okoth , Director, Narok County Health Office 
 Mr. Daniel Sironga, County Public Health Officer, Narok County Health Office 
 Mr. Robert Mugwery, Deputy Sub-County Public Health Officer, Narok South Sub-County 
 Mr. Daniel Tubei, Bio Medical Engineering Technician, Narok North Sub-County 

１．主要面談者リスト 
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＜ナロック・カウンティ教育事務所＞ 
 Mr. Makori Antonym, County Director of Education’s Office, Narok County Education Office 
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２．署名済み M/M 
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供与機材（パイロット活動関連費） 
 

購入年 内容 内訳 費用（円） 
2011 年 調査用車両 2 台 7,337,300 
2013 年 太陽光発電 

パイロット機材 
Lot1 関連機材（ソーラ

ーバッテリー、ソーラ

ーモジュール、LED 照

明、蛍光灯、インバー

ター等） 

7,380,001 

2014 年 太陽光発電 
パイロット機材 

Lot2 関連機材（ソーラ

ーバッテリー、ソーラ

ーモジュール、LED 照

明、インバーター等） 

16,951,212 

合計   31,668,513
（26,848,363 KSh） 
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